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背景及び目的 

 

 タイは、農業と製造業の 2つを柱として順調な経済発展を続けており、2016年には

一人当たり GDPが約 5,900ドルにのぼる1等、ASEAN地域の核となる中進国として、国

際経済の中でも重要な位置にある。近年は、いわゆる「中進国の罠」に陥ることなく一

層の経済成長を図るため、生産効率の向上や高付加価値化等による新たな展開が望まれ

ている。 

 ASEANにおける、国際的な生産拠点と物流拠点の両方を擁するタイにおいて、物流

インフラの整備は新たな展開促進のための重要課題に含まれている。その中でも港湾施

設は、大量の物流を円滑に回すための「かなめ」となるものである。 

 首都バンコクにはタイの主要港であるバンコク港とレムチャバン港があり、この 2港

でタイに流入する 7割以上の貨物が扱われている。またチャオプラヤ川を遡った内陸に

位置する河川港は、今後の経済成長が期待されるラオスやミャンマー等への窓口ともな

っている。 

 2011年の大洪水によるバンコク及び周辺地域の被害が国内外のサプライチェーンに

甚大な影響を及ぼしたこと等も踏まえ、タイ政府は経済発展と共に、気候変動問題にも

積極的に取り組んでいる。2015年の COP21を受けて既に 2020 年以降の「自国が 決定

する貢献（nationally determined contribution：NDC）」を提出し、2030年までに 20％の温

室効果ガス（GHG）排出削減を目標として掲げた。その中で、運輸を含むエネルギー

分野の排出削減は、重要な取組の一つと位置づけられている。また、バンコク都では「バ

ンコク気候変動マスタープラン 2013－2023」プロジェクトのもと、JICAの支援を受け

て 2015年 12月に気候変動マスタープランを策定した。この中でも、運輸分野の GHG

排出削減は重要な課題となっている。 

 

 バンコク都同様に、その国の首都圏に位置する中核的な港湾都市である横浜市は、過

去に急速な都市化や人口増加を経験し、またさまざまな都市課題に直面し、これらに取

り組んで着実に解決してきた。こうした取組を通して蓄積した都市マネジメントやイン

フラ整備に関する専門的知識・ノウハウを活かし、さらに横浜の有する各種の資源・技

術を活用して、公民連携による国際技術協力（Y-PORT 事業）を 2011 年から推進してい

る。この Y-PORT 事業では特に、アジアをはじめとする新興国の都市づくりへの支援を

積極的に行っている。 

 バンコク都による上記マスタープラン策定の過程で、横浜市は JICA及びバンコク都

に技術的な助言を行った。さらに、バンコク都の急速な都市化に伴い、気候変動以外に

も廃棄物、下水、大気汚染などの都市問題が生じていることを背景に、横浜市は 2013

年 10月にバンコク都との間で「持続可能な都市発展に向けた技術協力に関する覚書」

                                                      
1 JETRO タイ 基礎的経済指標 https://www.jetro.go.jp/world/asia/th/stat_01.html 



 

 

を締結した。この締結を契機として、これまでに進めてきた Y-PORT 事業による都市間

連携の元で、都市づくりに関する横浜市の知見や市内企業の優れた技術を活用した技術

協力の一層の推進に努めている。 

 

 以上の背景を踏まえ、横浜港埠頭株式会社（以下「YPC」）、株式会社グリーン・パシ

フィック（以下「GP」）、一般社団法人海外環境協力センター（以下「OECC」）の 3 社

は、昨年度、「平成 28年度低炭素社会実現のための都市間連携に基づく JCM 案件形成

可能性調査事業委託業務－タイ国における JCMを活用した港湾の低炭素・スマート化

支援調査事業」（二次公募）（以下「前 FS」）を共同提案し、採択された。さらに、PAT

と YPCが協力し、前 FSの成果を生かしてバンコク港の輸出用 CFS施設（2017 年建設

予定）を 2017年度の JCM 設備補助事業に応募し、採択された。 

 本 FSは、前 FSの成果を継続・発展させるものであり、2018 年度の JCM 案件形成の

可能性が高いと判断したバンコク港の輸入用 CFS 施設（2018 年建設予定：輸出用 CFS

の約 3倍の施設規模）について、設計段階から PAT をサポートし、低炭素設備の導入

を PAT の今後の整備計画に織り込むことを主眼とした具体的な調査・検討を行うこと

を目的として実施された。またこれと併せて、バンコク港での取組をレムチャバン港な

どに水平展開し、低炭素化の取組対象を PAT 管理下の主要港湾およびそれらを結ぶ物

流ネットワークに拡大するための調査を実施することも目的とした。 

  



 

 

調査結果 

 

1. 低炭素化設備導入を想定した PAT港湾施設設計のサポート 

1.1 現地調査前情報収集及び調整 

（1）タイ港湾庁と横浜港埠頭株式会社の関係 

 タイの国内主要港は、タイ港湾庁（以下「PAT」）が管理運営を行っている。PAT は地

方港を含むタイ国港湾ネットワークを ASEAN地域のハブとして位置づけ、一層の活用

を図ることを目指している。またそれと並行して、環境に配慮した港湾運営の推進を重

要な経営戦略の一つに位置付けている。“Green Port Project”と銘打たれた計画の下で

CO2排出量の削減目標を掲げる（後述）等、意欲的な取組を推進している。 

 本 FSの主提案者である横浜港埠頭株式会社（以下「YPC」）は、この PAT と継続的

に良好な協力関係を有している。2014 年 4月に横浜市港湾局が PAT との間でパートナ

ーシップに関する協力の覚書を締結し、続く 2015 年 1月に履行のための基本合意書を

締結したこと等を受けて、横浜市港湾局と連携して PAT への多様な協力に対応してき

た。PATは、前 FSの成果を踏まえた JCM 設備補助の採択を歓迎すると共に、補助事業

の実現化に向けて組織内・国内の多岐にわたる制度上の課題を解決すべく、主体的な取

組を進めた。この経験と実績をさらに発展させ、本 FSで次なる JCM 事業として環境負

荷の少ない港湾設備の設計支援を YPCから得ることで港湾の低炭素・スマート化を一

層促進することへの強い意向が表明された。 

 

 港湾施設の低炭素・スマート化の見本となる横浜港は、港湾計画の方針として、「安

全・安心で環境にやさしい港」を 3つの柱の 1 つに掲げている。その方針の元で、YPC

ではこれまでに南本牧ふ頭及び本牧ふ頭コンテナターミナルの管理棟やコンテナフレ

イトステーション（CFS：コンテナ貨物の搬出入作業を行う施設）の屋根への太陽光発

電パネル設置、LEDによるヤード照明の導入等の取組を進めてきた。また横浜市港湾

局では、大黒ふ頭の公共上屋の屋根への太陽光発電パネル設置、大黒ふ頭横浜港流通セ

ンターへの自立型水素燃料電池システムの設置等を行った。この他、横浜港関係者の取

組として、ハイブリッドタグボート、LNG燃料タグボートの運航が開始されている。 

 本 FSでは特に、当初計画されていた輸入用 CFSへの低炭素設備導入の計画が、途中

で変更された点が重要である（詳細は 3章で後述）。2017年 10 月に PAT 取締役会メン

バーが交代し、新取締役会で輸入用 CFSの計画見直しが行われた。その結果、横浜港

流通センター（Y-CC）をモデルとした、より高機能の物流施設「ディストリセンター」

を建設する構想が打ち出された。 

 YPCは、自ら保有・運用する設備を含めた多くの最新技術についての知見や経験を

有している。これらを活かして PATの低炭素化支援を JCM により進めることは、港湾

分野での初の JCM 案件として、わが国を代表する港湾である横浜港による海外港湾の



 

 

低炭素化支援の先駆的モデルを構築することとなる。本邦横浜市港湾局とタイ PATと

のパートナーシップ、及び横浜市とバンコク都との都市づくりに関する協力関係を活か

し、横浜市の知見と YPCをはじめとする市内企業の優れた技術を活用した技術協力に

より、ASEANを代表する都市であるバンコクに低炭素かつ強じん（レジリエント）な

物流拠点を整備することができる。このような活動は、ASEAN地域をはじめとする他

国港湾への今後の水平展開の可能性も包含しており、その意義は極めて大きい。 

 

（2）タイ港湾庁（PAT）について 

 PAT は 1951 年に、タイ運輸省の管轄下にある港湾管理者として設立された。国際港

であるバンコク港、レムチャバン港など、タイ国内の 5港を管理運営する。 

 横浜市港湾局とは、2014 年 4月に協力覚書を締結し（後述）、2015年 1月にその履行

のための基本合意書を締結した。YPCとは、上記覚書の元で継続的な協力関係にあり、

2015年からは JCM 活用についても共同検討を行ってきている。 

 現在 PATでは、“Green Port Project”と題した 5か年計画（2015年～19年）による環

境配慮型港湾の推進に組織を挙げて取り組んでいる。この計画の中では、2019 年時点

で PAT の事業活動により排出すると想定される CO2排出量から、2013 年の同排出量の

10%にあたる CO2排出を削減することを目標に掲げている（図 1）。このように環境保

護に関する意識が極めて高く、JCM を活用した低炭素化設備の導入にも強い関心を有

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 PAT“Green Port Project”の CO2排出量削減目標 

（出典：PAT資料） 

 

 本 FSでは、PATをタイにおけるカウンターパートとして連携し、タイ政府関係当局

等との調整や現地調査への協力を行うと共に、適用技術や案件可能性評価等につきYPC

等日本側実施主体と共同検討を行った。 

 なお PATは、前 FS調査での検討結果のとおり、2017 年度 JCM 補助事業の申請時に、

国際コンソーシアムにおける現地事業者となった。 



 

 

（3）調査地における都市間連携の現状 

 前述のとおり、横浜市は 2011年より新興国等の都市課題解決の支援と横浜市内企業

の海外展開支援を目的として、「横浜の資源・技術を活用した公民連携による国際技術

協力（Y-PORT 事業）」に取り組んでいる。 

 Y-PORT 事業では、2013 年に、タイのバンコク都と「持続可能な都市発展に向けた技

術協力に関する覚書」を締結し、JICA支援による「バンコク都気候変動マスタープラ

ン 2013-2023」の策定に協力完成した。このマスタープランの実現に向け、2014 年度、

2015年度には、環境省の低炭素社会実現に向けた JCM 案件形成可能性調査事業委託業

務に参画し、「タイ王国・バンコク都気候変動マスタープランに基づく JCM プロジェク

ト（省エネ及び廃棄物・下水）開発と低炭素技術導入のための資金等促進スキーム検討

調査」を都市間連携の下に展開した。この調査の結果は、横浜市内企業によるバンコク

都における JCM設備補助事業の採択等に生かされている。 

 横浜港に関する最近の動向として、2010 年 8月には、国が集中的に投資し競争力を

強化する対象の港湾として「国際コンテナ戦略港湾」の選定を行い、横浜港は京浜港を

構成する港湾としてこれに選定された。国際コンテナ戦略港湾政策は、近年アジア主要

港が発展する中で相対的に我が国港湾の地位が低下しつつある中、その対応策として、

コンテナ物流におけるハブ港を日本に形成することを目指してわが国政府が推進して

いる国家的な港湾政策である。この国際コンテナ戦略港湾政策のもと、当初横浜港、川

崎港、東京港がコンテナターミナル運営事業を統合する予定であったが、その後東京港

が離脱、2016 年 1月 YPCを分割する形で、横浜港を中心とする横浜川崎国際港湾株式

会社（YKIP）が設立された。 

 2010年以降、横浜港では、国際コンテナ戦略港湾政策の 3つの基本施策である「集

貨」「創貨」「国際競争力強化」に基づき、港湾管理者である横浜市港湾局が YPCと連

携して、様々な集貨施策や新規コンテナターミナルの整備等の取組を推進してきた。特

に、最重要課題の一つである取扱貨物量の増加に向けては、成長著しい東南アジア各国

との連携の強化を進め、横浜市港湾局は 2014年 4月 22 日に、タイ国を代表する国際港

であるバンコク港、レムチャバン港を始め地方港を含む国内主要 5港を管理運営するタ

イ港湾庁（PAT）と、横浜港及びタイ国内諸港の発展に有益な関係構築を目指すパート

ナーシップに関する覚書を締結した。 

 このパートナーシップは、従来の姉妹港関係とは異なり、双方にメリットのある具体

的な取組を目的とし、特定の分野において、随時効果を測りながら期間を設けた協力体

制を構築するものである。特に、貨物量増加のための協力取り付けや技術的情報交換に

重点を置き、分野を絞って具体的な取組を実施していくことと定めている。主な協力内

容には、①両者発展のための情報交換（港湾経営、海運動向、国際貿易、IT 化、技術

や環境対策）、及び②ポートセールス（地元や地域内の市場拡大のため、潜在的な地元

のパートナーや顧客との協力を手助けし推進すること）に係る相互支援がある。 



 

 

 さらに 2015年 1月 19日には、その履行のため、具体的な以下取組項目についての基

本合意書を締結した。主な合意内容には、①情報の提供、人材の交流を通じた相互支援

（人材育成、技術交流、情報交換）、及び②ポートセールスに関する協力（セミナー、

プロモーションの相互実施）がある。この協定に基づき、横浜港と PAT は、様々な課

題解決のための研修実施、視察の受入れ、港湾セミナーの開催及び定期的な意見交換等

について、以下のような取組を継続的に行っている。 

 

【協力パートナーシップ締結以後の主な取組】 

 

2014年 4月： PAT が長官代理をトップとして代表団 8人が横浜港訪問 

2014年 8月： タイ港湾庁レムチャバン港・タマサート大学からの視察受入 

2015年 1月： PATに横浜市港湾局長をトップとしてYPCの経営幹部を含む代表団8

人が横浜港訪問、タイ日貿易及び港湾に関するセミナーを開催 

2015年 7月： 横浜市国際局が PAT を訪問、タイ・バンコク都との都市づくりに関

する技術協力に関するヒアリングを実施 

2015年 10月： 横浜市会海外行政視察、PAT訪問 

 YPCが PAT を訪問、JCM について協議 

2016年 7月： YPC、横浜市温暖化対策本部、横浜市国際局が PAT を訪問、現場調査

と JCM について協議。 

2017年 8月： PAT が主催したバンコクでのワークショップに、横浜市港湾局が講師

として参加 

 

 港湾の環境分野では、横浜港の港湾計画で掲げる「安全・安心で環境にやさしい港」

の方針のもとで、横浜市及び YPCは、港湾の低炭素化・スマート化及び災害に強い（レ

ジリアント）港づくりに関する取組を推進してきており、その知見・経験を活かした

PATへの技術協力として、PAT が推進する環境対策の取組への支援につき議論を行って

いる。 

 2015年 10月、YPCが PAT を訪問し、JCMを活用した低炭素化設備導入に関する技

術協力につき協議を行った。その後も両者間で共同検討を進め、2016 年 7月には、YPC

が再び PATを訪問、JCM 活用に向けた調査としてバンコク港・レムチャバン港の設備

を視察し、JCM活用に関する今後の具体的な案件形成につき PATと協議を行った。こ

れには横浜市温暖化対策統括本部及び横浜市国際局も同行し、横浜市の取組をベースと

した支援実施につき議論を行った。 

 この他、横浜市とバンコク都は、2013年に締結した前述のバンコク都における環境

に配慮した持続可能な都市づくりを目指す相互技術協力に関する覚書に基づき、低炭素

化社会実現に向けた都市間連携を深めている。この取組の中では JICAによる技術協力

プロジェクトとの連携等も行われているが、そこでも運輸分野、特にバンコク港等にお



 

 

ける低炭素化の取組は、削減効果の面からも、また ASEAN地域におけるデモンストレ

ーション効果の大きさからも、重要なものと注目されている。 

 上記に関する覚書等を、資料編に示す。 

 

（4）横浜港埠頭株式会社（YPC）の実績・経験 

 YPCは前述のとおり、横浜市港湾局等と共に、PATと長年にわたり良好な協力関係を

継続発展させてきた。具体的な活動実績は、以下のとおりである。 

 

① 1986 年~1989年、レムチャバン港の開発支援のため、横浜市港湾局より JICA専門

家として、タイ国東部臨海開発委員会へ職員を派遣。 

 

② 2013 年、横浜市は独立行政法人国際協力機構（JICA）が実施する「バンコク都気

候変動マスタープラン（2013年－2023 年）」（以下、マスタープラン）の策定へ協

力。マスタープランの策定にあたっては「横浜市地球温暖化対策実行計画」がモデ

ルとされ、横浜市は、複数局による支援体制を構築し、多角的に協力。なお、マス

タープラン策定への横浜市の協力について、外務省の「平成 27年度開発協力白書」

に掲載。 

 

③ 2013 年 10 月 21日、横浜市はバンコク都と、バンコク都における環境に配慮した

持続可能な都市発展に向けた技術協力に関する覚書を締結。 

 

④ 2014 年 4月 22日、横浜市は PATと、横浜港及びタイ国内の諸港の発展に有益な関

係構築をめざす、パートナーシップに関する覚書を締結 

 

⑤ 2014 年 8月 4日～8 月 5日、タイ港湾庁レムチャバン港・タマサート大学からの視

察受入。MM21 地区、再開発計画等についてレクチャー実施。 

 

⑥ 2015 年 1 月 19 日、PAT 主催のセミナー。横浜市港湾局伊東局長が YPC菅野理事

とともに参加。「国際ハブ ポート化に向けた横浜港の取組み」についてプレゼンテ

ーションを実施。 

 

⑦ 2015 年 1月 20日、横浜市は PATと、前項覚書での協定履行のため、具体的な以下

取組項目についての基本合意書を締結。 

 

⑧ 2015 年 5月、タイ・チュラーロンコーン大学教授の横浜港視察受け入れ。タイ港

湾庁関連のウォーターフロント開発研究に関し、情報提供。 

 

⑨ 2015 年 10 月、YPCが PAT を訪問、JCM について協議。 

 

⑩ 2015 年 11月 10 日～11月 13日、横浜市は、PAT との覚書、基本協定書に基づき、

PAT研修団を受け入れ、研修実施。 

 

⑪ 2016 年 7月、YPC、横浜市温暖化対策本部、横浜市国際局が PATを訪問、現場調

査と JCMについて協議。 

 



 

 

⑫ 2016年 4月、平成 28年度低炭素社会実現のための都市間連携に基づく JCM 案件

形成可能性調査事業委託業務（タイ国における JCM を活用した港湾の低炭素・ス

マート化支援調査事業）が採択され、PAT との協力の下にバンコク港の輸出用 CFS

を対象とした調査（本 FS）を開始。 

 

⑬ 2016 年 9月、「タイ国における JCM を活用した港湾の低炭素・スマート化支援調

査事業」が「平成 28年度低炭素社会実現のための都市間連携に基づく JCM 案件形

成可能性調査事業委託業務」として採択され、PAT との協力の下にバンコク港輸出

用 CFSを対象とした調査を実施。 

 

⑭ 2017 年 4月、「タイ国における JCM を活用した港湾の低炭素・スマート化支援調

査事業」が「平成 29年度低炭素社会実現のための都市間連携に基づく JCM 案件形

成可能性調査事業委託業務」として採択され、PAT との協力の下に、前年度の輸出

用 CFSに引き続きバンコク港の輸入用 CFSを対象とした調査（本 FS）を開始。 

 

⑮ 2017 年 5月、上記⑬の FS 調査結果に基づく「バンコク港への省エネ設備の導入」

につき、YPCを代表事業者、PATを現地事業者として「平成 29 年度から平成 31 年

度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 （二国間クレジット制度資金支援事業

のうち設備補助事業）」の公募へ申請し、2017年 6月に採択。 

  



 

 

1.2 現地調査によるプロジェクト・サイト状況の確認、課題の検討 

 本 FSでは、現地調査を 5回行った。以下に、打合せやデータ収集等を行った 5回の

現地調査の概要を示す。 

 

（1）第 1回現地調査 

 

① 実施日程 

  2017年 5月 1日~5月 3日※移動日含む 

 

② 日本側参加者 

  横浜港埠頭株式会社 

   技術部部長代理 芝崎康介 

   事業営業部事業営業課課長 尾崎克行 

   技術部技術企画課主査 中村隼人 

  株式会社グリーン・パシフィック 

   コンサルタント ダーム・パドゥングスリ 

 

③ 訪問場所・主な面談相手と議題 

 

日付 時間 面談相手 議題 

5 月 2

日 

09:30- 

12:30 
PAT 技術担当者、企画担当者 ・本調査の説明 

13:30- 

18:00 
PAT 副長官ほか 

・PAT の調達・入札ルールに関する情報交

換 

 

④ 主な確認内容、及び確認された課題等 

 ・本調査についての概要説明 

 本調査、及び JCM補助事業の概要を改めて説明し、本調査の位置づけについても

説明し、ご理解いただくことができた。 

 ・PAT の調達・入札ルールについて 

 現状のルールについて把握することができた。 

 

  



 

 

 

（2）第 2回現地調査及び F/S 現地中間報告 

 

① 実施日程 

  2017年 7月 18 日~7月 22日※移動日含む 

 

② 日本側参加者 

  横浜港埠頭株式会社 

   技術部部長代理 芝崎康介 

   事業営業部事業営業課課長 尾崎克行 

   技術部 技術企画課事業担当 土師悠希 

   技術部技術企画課主査 中村隼人 

  株式会社グリーン・パシフィック 

   代表取締役社長 山田和人 

   取締役副社長 藤森眞理子 

   コンサルタント ダーム・パドゥングスリ 

  横浜市港湾局 賑わい振興課長 有路益義 

 

③ 訪問場所・主な面談相手と議題 

 

日付 時間 面談相手 議題 

7 月 

19 日 

09:30- 

11:30 
PAT（Komol 氏以下、主要メンバー） ・本調査中間報告 

13:30- 

17:30 
PAT（主要メンバー） ・輸入用 CFSの設計の進捗に関する確認 

7 月

20 日 

9:00- 

12:00 
PAT（主要メンバー） ・導入予定設備等に関する情報交換 

13:00- 

17:00 
PAT（主要メンバー） ・同上 

7 月

21 日 

9:00- 

12:00 
PAT ・午後の現場視察に関する情報交換 

13:00- 

17:00 
PAT ・バンコク港現場視察 

 

④ 主な確認内容、及び確認された課題等 

 ・本調査の中間報告 

 輸入用 CFS の設計の進捗状況について確認を行い、当方より提案した JCM補助事

業申請について提案し、前向きに検討を進める事で合意した。 

 ・電気設備の現場確認 

 電気施設を含む現状の主要施設の現場確認調査を実施。 

 



 

 

（3）F/S第 3回現地調査 

 

① 実施日程 

  2017年 9月 10 日~9月 12日※移動日含む 

 

② 日本側参加者 

  横浜港埠頭株式会社 

     総括理事 菅野洋一 

     事業営業部事業営業課課長 尾崎克行 

 

③ 訪問場所・主な面談相手と議題 

 

日付 時間 面談相手 議題 

9 月 

11 日 

09:30- 

11:30 
PAT ・午後の PAT 副長官との面談準備 

13:30- 

17:30 
PAT 副長官以下主要メンバー 

・本調査の概要説明と新調達法に関する意

見交換 

 

④主な確認内容、及び確認された課題等 

 ・PAT 副長官との面談 

 PAT 副長官を含む主要メンバーに対して、本調査のこれまでの進捗を報告し、新

調達法に関するタイでの最新の施行状況につき意見交換を行った。 

 

（4）F/S第 4回現地調査 

① 実施日程 

  2017年 11 月 15日~11月 18日※移動日含む 

 

② 日本側参加者 

  横浜港埠頭株式会社 

   総括理事 菅野洋一 

   技術部部長代理 芝崎康介 

   事業営業部事業営業課課長 尾崎克行 

  株式会社グリーン・パシフィック 

   代表取締役社長 山田和人 

   コンサルタント ダーム・パドゥングスリ 

 
  



 

 

 

日付 時間 面談相手 議題 

11 月 

16 日 

09:30- 

11:30 

レムチャバン港 

自動車・客船ターミナル管理者 
・自動車・客船ターミナル現地調査 

13:30- 

17:30 

レムチャバン港 

コンテナターミナル管理者 
・コンテナターミナル現地調査 

11 月

17 日 

9:00- 

12:00 
PAT（主要メンバー） ・レムチャバン港に関する情報交換 

 
13:00- 

17:00 
関連導入機器メーカー ・機器のスペック等に関する聞き取り調査 

 

④主な確認内容、及び確認された課題等 

 ・レムチャバン港に関する情報収集 

 レムチャバン港を訪問して、自動車・客船ターミナル管理者及びコンテナターミ

ナル管理者と面談して、JCM補助事業の可能性を把握した（詳細は後述）。 

 レムチャバン港に関する調査結果を PAT主要メンバーに報告した上で、JCM補助

事業化に関して議論した。JCM補助事業化に関して、PATの積極的な姿勢を確認

した。 

 

（5）F/S現地最終報告 

 

① 実施日程 

  2018年 2月 7日~2月 10日※移動日含む 

 

② 日本側参加者 

  横浜港埠頭株式会社 

   常務取締役 岸村英憲 

   技術部部長代理 芝崎康介 

   事業営業部事業営業課課長 尾崎克行 

   事業営業部事業営業課 主査 田中舞 

  株式会社グリーン・パシフィック 

    コンサルタント ダーム・パドゥングスリ 

  横浜市港湾局 保全管理課長 居塚宣明 

     国際局 国際技術協力担当課長 奥野雅量 

         担当係長 菱沼博道 

  



 

 

③ 訪問場所・主な面談相手と議題 

 

日付 時間 面談相手 議題 

2 月 

8 日 

09:30- 

11:30 
レムチャバン港（PAT 同行） ・レムチャバン港の将来計画ヒアリング 

13:30- 

17:30 
バンコク港現場視察 ・ディストリセンター予定地他視察 

2 月 

9 日 

9:00- 

12:00 
チーム内会議 ・午後の PAT 最終報告会プレゼン 

13:00- 

17:00 
PAT（主要メンバー） ・PAT 最終報告会 

 

④主な確認内容、及び確認された課題等 

 ・レムチャバン港の将来計画 

 PAT 担当者同行のもと、レムチャバン港を訪問して、３つの重要なプロジェクト

を含む将来計画について把握した（詳細は後述）。 

 本調査の最終報告を PATに対して実施するとともに、バンコク港において新たに

計画中のディストリセンターについて、最新の情報を収集した。 

 

  



 

 

1.3 既存の PAT整備計画の確認 

（1）バンコク港の現状について 

 バンコク港は、在来ターミナルのWest Quey（302 エーカー=約 122万㎡）及びコンテ

ナターミナルの East Quey（36エーカー=15 万㎡）から構成されており、合計面積は 338

エーカー=137万㎡である（図 2）。 

 West Queyは岸壁延長 1,660m、バース数は 10、East Queyは岸壁延長 1,528m、バース

数は 8である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 バンコク港の全体像 

（出典：PAT提供資料） 

 

 バンコク港の貨物取扱量は、基本的には増加傾向にある。2011 年に発生した洪水の

影響で 2012 年に一時減少したものの、その後の工業団地等の復興にあわせて回復し、

2014年以降は 150 万 TEUを超えるコンテナ貨物を取り扱っていたが（図 3）、2016 年

（1,498,009 TEU）、17 年（1,496,227 TEU）は 150 万 TEUをわずかに下回っている2。 

 タイの経済発展にあわせて、今後も需要の増加が見込まれていることから、限られた

スペースにおいてより多くの貨物を取り扱う効率的な港湾運営が求められている。 

  

                                                      
2 出典：BANGKOK SHIPOWNERS AND AGENTS ASSOCIATION, Ports&ICDs Statistics (http://www.thaibsaa.com/index.php/statistics) 

YPC 様：この図の変更点はありますか？ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 バンコク港の貨物取扱量 

（出典：PATパンフレット） 

 

（2）West Queyの現状について 

 West Queyは在来ターミナルであり、コンテナ船の着岸が想定されていない。このた

め、ガントリークレーン（コンテナ船の貨物をターミナルに積み降ろしする専用のクレ

ーン）が整備されていない。 

 West Queyのヤードには、LCL（Less than Container Load：小口貨物3）、ばら積み貨物、

危険物等を取り扱う倉庫が点在している（図 4、図 5）。以前は在来貨物（非コンテナ貨

物）の梱包等の船積み作業を行っていたが、在来貨物のコンテナ化が進み貨物量が増加

したことから、これをさばくための倉庫がWest Queyに整備された。この結果、現在の

West Queyヤードでは、LCL貨物等コンテナ関連の貨物の取扱が主力となっている。 

 ヤード内のスタッフィングヤードと呼ばれるスペースでは、小口貨物を混載したコン

テナに貨物を積み降ろしする作業（バンニング作業）が行われる。ここでは大型のフォ

ークリフト等が使用されており、これらの機器を安全に稼働させるためデッドスペース

が多い。また CFSと異なりコンテナの多段積みができない。これらのため、面積当た

りの取扱能力が低い。加えて動線も入り組んでいる等、安全面でもさらに改善すべき点

が確認された。倉庫も古いものが多く、従来の建屋のまま、コンテナ化が進むと共に利

用方法を変えて使っているため、効率は決して良いとは言えない。例えば岸壁から近い

エリアに倉庫がある等、本船荷役作業の効率化を考えると、配置の見直しが必要である。 
  

                                                      
3 貨物量がコンテナ 1本分に満たず、コンテナを単独で仕立てられない荷主の貨物。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 West Queyの倉庫群配置図 

（出典：PAT提供資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 West Queyのヤード 

  



 

 

（3）East Queyの現状について 

 East Queyは、前述のとおりコンテナターミナルとして整備されており、ガントリー

クレーンが 14機ある。ターミナル 1及びターミナル 2の 2ターミナルから構成されて

いる（図 6）。ターミナル１は 98,600 ㎡、ターミナル 2は 49,000 ㎡、合計で 147,600㎡

のコンテナヤード（荷捌き地）を備える（図 7）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 East Queyのコンテナターミナルレイアウト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 East Queyのターミナル 1、2のコンテナヤード 

  



 

 

 食品や薬品等、温度管理を要する貨物の輸送に用いられる冷凍冷蔵コンテナを取り扱

うために必要となるリーファープラグ（電源）については、ターミナル 1、2 合計で 784

個を備え、冷凍冷蔵コンテナの蔵置にも対応している（図 8）。 

 外来シャーシ等（コンテナを運ぶトレーラー）の出入りを管理するゲートは、ターミ

ナル 1にインゲート 5レーンとアウトゲート 3レーン、ターミナル 2にインゲート 4レ

ーンとアウトゲート 3レーンを備えている（図 9）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 East Query ターミナル 1、2のリーファー設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 East Query ターミナル 1、2のゲート 

 

  



 

 

荷役機器等は、ターミナル 1、2で下記の台数を配備している（図 10）。 

【ターミナル 1】 

 ガントリークレーン（定格荷重 35.5～40t） 8機 

 RTG（定格荷重 30t～40t） 23機 

 4+1 列、1 Over 3 段*  16 機 

 4+1 列、1 Over 2 段  7機 

 リーチスタッカー（定格荷重 40t）  1台 

 空コンテナ用リーチスタッカー  1台 

 構内シャーシ（ヘッド+シャーシ）  64 台 

*：積み上げ可能なコンテナの列・段数 

【ターミナル 2】 

 ガントリークレーン（定格荷重 35.5～40t）  6機 

 RTG（定格荷重 30t～40t）  15機 

 4+1 列、1 Over 3 段  5機 

 6+1 列、1 Over 4 段  10機 

 リーチスタッカー（定格荷重 40t）  1台 

 空コンテナ用リーチスタッカー  1台 

 構内シャーシ（ヘッド+シャーシ）  46台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 East Query ターミナル 1、2の荷役設備等 

  



 

 

（4）今後の整備計画について 

① 本 FS開始時点の整備計画 

 バンコク港では、近年のコンテナ取扱量の増加に伴い、コンテナターミナルの拡張が

必須の状況にある。また今般、貨物のコンテナ化が進み、在来貨物が減少・コンテナ貨

物が増加している状況の中で、限られたスペースにおいて、より効率的なオペレーショ

ンを実現するために、小口貨物のコンテナ積み下ろしを行う CFS機能のニーズも高ま

っている。この状況を踏まえて、PAT は、以下のような整備計画を策定した。 

 まず、スタッフィングヤードとして使用されているエリアに、既に JCM 補助事業に

応募した輸出用 CFSを新設する。これに続けて、West Queyの岸壁側にある倉庫の機能

をまとめる、輸入用 CFSを建設することが計画された（図 11）。 

 全体は、CFSの 2棟と併せ、LCLオペレーションヤード（図 12）、コンテナヤード、

及びオフィス棟で構成される計画であった。太陽光発電設備の設置場所としては、約

18,000 m2ある CFSの屋根が想定された。LCLオペレーションヤード上の屋根について

は、CFSとの高低差により生じる日陰の影響を考慮した設置方法を検討する必要があっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 輸入用 CFS計画全体像：完成イメージ 
（出典：PAT提供資料） 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 LCLオペレーションヤード：完成イメージ 
（出典：PAT提供資料） 

  



 

 

② 2017年 10月以降の新計画 

 タイの新年度である 2017年 10月に、PATの取締役会（Board of Commissioners）メン

バーの交代があった。この新メンバーにより当初の輸入用 CFS計画の全面的な見直し

が行われ、新たな構想の下に改めて設計し直すと共に、建設スケジュールも延期された。

具体的には、当初建設を予定していた輸入用 CFS ではなく、CFSを多層階化した「デ

ィストリセンター」を建設する計画となった（図 13、14）。 

 このディストリセンターでは、当初計画されていた輸入用 CFSの機能を 1階部分に

持たせ、West Quey内の LCL倉庫やスタッフィングヤード等で取り扱われている小口貨

物を取り扱う。2階以上のフロアは保税倉庫として貸し出し、民間物流業者等が運営す

ることを想定する。PAT は、West Queyターミナルの一部の商業地区への転換を計画し

ており、これにより物流用地は縮小するものの、高機能なディストリセンターの建設に

より、バンコク港全体の貨物取扱能力を向上させる計画である。 

 ディストリセンターの検討・設計は下記の 4ステップで行われる。 

(i) バンコク港全体の再整備マスタープラン策定（実施中） 

(ii) ディストリセンター（自動化コンテナターミナルも含む）のコンセプト、計画策

定 

(iii) 個別の施設設計 

(iv) 各施設の建設 

 

 ディストリセンターのコンセプトや計画については、6～9か月程度で概略仕様等を

決める予定である。PATでは、横浜港にある物流中核施設「横浜港流通センター（Y-CC）」

を有力なモデル候補の 1つとして想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 バンコク港整備計画イメージ図 
（出典：PAT提供資料）  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 ディストリセンター構成予想図 

 

 PAT では、このディストリセンターに当初の計画と同じく、PV、LED照明、電動フ

ォークリフト、電動 RTGの導入を計画している。 

 今後は、ディストリセンター南側の上屋を撤去し、自動化コンテナターミナルに転換

してディストリセンターと一体的に運用することが予定されている。また、これらの機

能転換に伴い港内動線変更の必要があるため、バンコク港東側にある高速道路ランプか

ら直接バンコク港に出入りできるアクセス道路も整備する構想である。 

 

【ディストリセンターのモデルの 1つとなる「横浜港流通センター（Y-CC）」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1F CFS Import 

2F Bonded warehouse 

3F Bonded warehouse 

4F Bonded warehouse 

5F Bonded warehouse 

Ramp ways for trucks 

図 15 Y-CC全体写真・平面図 

出典：Y-CCリーフレット、Webサイト 

http://www.yokohama-cargo-center.jp/ 



 

 

 Y-CCは、横浜港の大黒ふ頭に位置し、敷地面積 9.2万m2、延べ床面積 32万m2に

上るわが国最大級の国際物流施設である。保管・荷さばき・流通加工・展示販売・配送

等の多様な物流ニーズに対応できる施設であり、輸入貨物、輸出貨物、国内卸小売業者

の配送センター等様々な用途に利用されている。 

 横浜市等の出資により、運営会社の（株）横浜港国際流通センターが 1992年に設立

され、1996年より事業が開始された。YPCも一部出資すると共に、施設の建設時には

設計監督や施工監理等、技術的な支援を実施した。従って、今後 PAT が類似の施設を

検討する際にも、技術的な支援が可能である。 

 物流棟は全天候型 24 時間利用可能で、ランプウエイにより最大 45 フィートのコン

テナトレーラーが各階の倉庫区画に直接乗り入れられる。これにより、上層階において

も平屋型倉庫と同様の効率的な荷役が可能となっている。 

 当該物流棟は、大地震等の自然災害にも耐え得る工法で

設計・建設されている。物流棟内の車両走行は上り・下り

完全分離方式で、交通管制システムにより安全性が確保さ

れている。また、監視カメラやセンサー等による高度のセ

キュリティ機能を完備している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 16 Y-CC断面図 

図 17 Y-CCの構造 
右：出口ゲート 左：高架式プラットフォーム 

下：下りランプ 
出典：Y-CCWebサイト 

表 1 Y-CCの主な構造 

出典：Y-CC提供資料、Y-CCWebサイト http://www.yokohama-cargo-center.jp/ 



 

 

2. 関連法制度等の情報収集・整理 

 本 FSが対象とするプロジェクトで採用する対策では、港湾施設特有の設備・機器で

ある電動フォークリフト、電動 RTG、ヤード照明用大型 LED等には、導入にあたって

特段の許認可等を要するものはない。これらの設備・機器に連携させる自家消費用太陽

光発電設備については、いくつかの条件のもとで認可を得たり届け出をしたりする必要

がある。関連する法制度、届け出手続き等は、以下のとおりである。 

 

2.1 Energy Regulatory Commission（ERC） 

 屋根置き型太陽光発電設備については、下記の条件に当てはまる場合のみライセンス

不要とされている。それ以外の条件の設備を導入する場合は、ライセンスを得るための

申請もしくは届け出が必要となる。 

 

【ライセンス不要の場合の条件】 

・設置面積が 160 m
2未満 

・PVパネルの重量（モジュール・構造物を含む）が 20 kg/m
2未満 

 

 上記のライセンス申請にはタイ語の書式が規定されており、以下のような内容を記載

することが求められている。 

 

【ERCへの申請書類の概要】 

(1) Applicant information (business register ID, type of license submission, authorized 

person, address, tax ID, etc.) 

(2) Information about the business (business structure, stakeholder list, investor) 

(3) Information about the energy business activity (address, GPS of location, land, 

construction) 

(4) Information about the energy generation - for power generation license (objective and 

energy production plan, power generation system, capital cost/ installed capacity, 

efficiency of the system, etc.) 

(5) Environmental management (EIA, report, impact management) 

(6) Information about the distribution system - for energy distribution system 

(7) Information about the energy distribution - for energy distribution license 

(8) Qualification and Certification of the licensee 

(9) Supporting document and evidence 

 

  



 

 

 

 これらの申請書類等は、ERCのホームページ（タイ語サイト）からダウンロードす

る。申請受理までにかかる期間は、おおよそ 2か月半と想定されている。図 18に、手

続きの流れを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18 ERCへのライセンス申請プロセス 

(出典：http://www.erc.or.th/ERCWeb2/EN/Front/StaticPage/StaticPageEN.aspx?p=9&Tag=Licensing より英訳) 

 

 上記の申請手続き、必要書類等は下記のサイトに掲載されている（タイ語のみ） 

・手続き及び必要書類等の一覧 

http://www.erc.or.th/ERCWeb2/Front/StaticPage/StaticPage.aspx?p=17 and  

http://www.erc.or.th/ERCWeb2/Front/StaticPage/StaticPage.aspx?p=200&Tag=SolarRooftop 

・ライセンス申請書のファイル 

http://www.erc.or.th/ERCWeb2/Upload/Document/11142013130912722.pdf 

 
  



 

 

2.2 Metropolitan Electricity Authority (MEA) 

 事業者がグリッドに接続する 1 MW以上の発電事業を行う場合、当該プロジェクト・

サイトを管轄するMEAもしくは Provincial Electricity Authority（PEA）にライセンス申

請を行う必要がある。本 FSが対象とするプロジェクト・サイトはバンコク都にあるた

め、MEAへの申請となる。 

 導入する容量が 1 MW未満の場合は、ライセンスは不要であるが届出を行うよう求め

られる。2017 年度の JCM 補助事業として輸出用 CFSで PV を搭載する場合は、搭載可

能な屋根面積からみて 1 MW を下回る見込みであるため、MEAへのライセンス申請は

不要と考えられる。本 FSで検討する取組では、PV を最大限搭載した場合は 1MW を超

える見込みであるため、MEAへのライセンス申請が必要である。 

 これらの申請書類等は、MEAのホームページ（タイ語サイト）からダウンロードす

る。申請書には、以下のような内容を記載することが求められる。 

 

【MEAへの申請書類の概要】 

(1) Applicant information; company name, address, address, purpose of connection to the 

grid 

(2) Technical information; preferable voltage (kV), type of power generation, machines, 

generators, inverter, etc. 

(3) Project load; max-min of kW from MEA/PEA, total installed capacity of electricity 

generation (kVA) 

(4) Contact info; contact person 

(5) Additional documents;  

- Map of project 

- Single line diagram/ metering and relaying diagram  

- Control panel, protection function system 

- Specification of generation (for the applicant who acquire the generator only) 

- Specification of transformer, circuit breaker, CT, PT, relays, power quality meter, tele 

protection for connecting with 115 kV system 

 

 申請受理までにかかる期間は、おおよそ 2か月半と想定されている。なお、太陽光発

電のプロジェクトについては、PV パネルのスペックに関する一般的な情報のみでもよ

いとされているものの、申請時点での最新情報確認が必要である。 

  



 

 

2.3 その他の申請手続き 

（1）Department of Industrial Works（DIW） 

 工場操業の許認可を管轄する。1 MW 以上の発電を行う設備等、Factory building 

type/code に該当する場合、規定に即した許認可申請が必要となる。 

 

（2）バンコク都：Bangkok Metropolitan Administration（BMA） 

 既存の建物や設備構造を変更する場合、自治体（本 FSが対象とするプロジェクトの

場合は BMA）に建設許可を得る必要がある。 

 

（3）Department of Alternative Energy Development and Efficiency（DEDE） 

 全ての電力開発事業について、以下の条件に該当する場合は、DEDEに対する許認可

申請が必要となる。 

・200 kVA以上のスタンバイ・緊急用電源 

・200～999 kVAの自家消費もしくはグリッド売電 

 

 なお、1,000 kVA以上の自家消費もしくはグリッド売電の場合は、DEDEではなく ERC

への許認可申請手続きを行う。 

 

  



 

 

3. 設備調達手法、導入形態の検討 

3.1 PATの設備調達について 

（1）新調達法について 

 PAT による事業実施のための調達は、法令に即して一般競争入札によって行われる。

このため、通常の事業においては、継続的な運用によるコスト削減効果よりも、初期投

資金額の大きさの方が PAT の意思決定に大きく影響することが、聞き取り調査からも

確認された。 

 2017年 8月に新調達法（Government Procurement and Supplies Management Act 2017）

が決定され、タイ財務省はこれに基づく入札手法についての告示を公布した。全国の公

的機関、国有企業等が対象となる。 

 この告示によれば、外部からの補助金を受ける場合、新調達法第 7条第 5項に基づく

調達手法が定める手順に従う必要がある。 

 

① 補助金額が全体投資額の 50%を超えている場合 

→補助金交付主体が調達ガイドライン（例：日本製品を採用すること、あるいは指

名入札によること、等の規定）を定めていれば、それに従う。 

② 補助金額が全体投資額の 50%未満で、かつ補助金交付団体が調達ガイドライン

を定めている場合 

→当該ガイドラインに従って調達することができるが、その可否については財務省

の委員会が個別に判断する。 

③ 上記のいずれでもない場合 

→新調達法に基づく通常の調達手法（即ち一般競争入札）による。 

 

 JCM 補助事業では、補助金額が全体投資額の 50％未満となる場合が想定される。こ

れは上記の②に該当するため、補助金交付団体（すなわち環境省または GEC）が調達

ガイドラインを定めていれば、それに即した調達が可能となる。ただし、その可否につ

いては個別に財務省の委員会による判断を受ける必要がある。 

 

（2）総合評価方式について 

 新調達法の基では、前述の PATも取り入れている最低価格調達の原則により生じる

問題への対策として、総合評価方式が取り入れられた。 

 最低価格のみによる入札決定に起因する問題は、タイ政府内でもかねてより指摘され

ていた4。例えば入札により最低価格のプリンターを購入した場合、後日、トナー等の

部品やメンテナンスコストが多くかかり、結果的にコスト効果が低下する等の例が挙げ

                                                      
4 Ms. Nitiyaporn Imjai and Mr. Thanachoke Rungthipanon, “Government Procurement System”, Office of Public 

Procurement Management, Comptroller General’s Department, 2016 



 

 

られる。このため、通常の評価軸である価格に加えて、ライフサイクルコスト、保証、

アフターサービス、グリーン商品、ISO等の“非価格要素”も含めて何らかのスコアリ

ングをすることで入札時に機器やサービスの価値を評価する、総合評価方式の検討が進

められてきた（図 19）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19（1） タイ政府内における最低価格入札制度の問題点 
（出典：Comptroller Geberal’s Department（前掲資料）） 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19（2） タイ政府内における最低価格入札制度の問題点 
（出典：Comptroller Geberal’s Department（前掲資料）） 

 

  



 

 

 新調達法では、一定の条件化において「総合評価方式」を採用できることとなった。

タイ政府のガイドラインでは、以下の 6つの評価項目が挙げられており、これに各事業

者が独自の重み付けをすることができる。 

 

① イニシャル価格（この項目のみ、配分下限が 30％に規定されている） 

② ランニングコスト 

③ 品質、サービス 

④ アフターサービス 

⑤ その他の技術的要素 

⑥ その他 

 

（3）横浜港における総合評価方式での調達例 

 今後、PAT が具体的に総合評価方式を導入する際の有用な参考事例として、横浜港に

おいて実施された総合評価方式による調達例を、以下に示す。 

 

① 対象事業 

 横浜港における YPCによるガントリークレーンの製作・据付工事等 

 

② 評価方式 

 総合評価の方式としては、「除算方式」と「加算方式」の二種類が一般的である（表

2）。 

 「公共工事における総合評価方式活用ガイドライン」（公共工事における総合評価方

式活用検討委員会）によると、加算方式における評価値は、「価格のみの競争では、品

質不良や施工不良といったリスクの増大が懸念される場合、施工の確実性を実現する技

術力によりこれらのリスクを低減し、工事品質の確保を図る観点から、価格に技術力を

加味した指標」と説明されている。一方、除算方式における評価値は、「技術提案によ

り工事品質の一層の向上を図る観点から、価格あたりの工事品質を表す指標」と説明さ

れている。すなわち、加算方式は技術評価を、除算方式では価格評価を重視した落札結

果が得られやすい特徴がある。 

 当該工事では、製造時の品質確保や初期故障の削減に求められる技術を重視する観点

から、加算方式が採用された。 

  



 

 

 

表 2 除算方式と加算方式の比較（参考） 

 

 除算方式 加算方式 

特徴 

価格評価を重視した落札結果が得ら

れやすい（価格差を逆転するために

より多くの技術評価点が必要） 

技術評価を重視した落札結果が得ら

れやすい 

算出方法 
評価値＝技術評価点／価格 

   ＝（標準点＋加算点）／価格 
評価値＝価格評価点＋技術評価点 

技術評価点

の設定 

標準点＝100 点、 

加算点＝10～50 点 

価格評価点と技術評価点＝10 点から

300 点までさまざま 

参考 国及び独立行政法人が主に採用 地方公共団体が主に採用 

出典：「公共工事における総合評価方式活用ガイドライン」（平成 17 年 9 月公共工事における総合評価

方式活用検討委員会）より YPC 作成 

 

③ 評価点の配点 

 当該工事では、『価格と技術は同等に重要である』という考えから、技術評価点と価

格評価点共に 100 点を満点とすることが定められた。 

 

④ 技術評価項目 

 当該工事の技術面に関する評価項目としては、以下の 3点が定められた。 

 

(i) 企業の施工能力…同種工事の施行実績や品質管理の取組等を評価 

(ii) 企業の技術力…工事目的物の性能、構造等に関する技術提案、ランニングコス

トを含む総合的なコスト低減技術等を評価 

(iii) 企業の信頼性…企業のサービス体制等を評価 

 

⑤ その他 

 当該工事に関する落札者決定基準の作成にあたっては、内部での検討のみにとどめず、

外部の学識経験者より意見聴取を実施した。 

 

 以上のように、当該工事に関する総合評価の手順について、評価方式の内容と決定の

経緯等を明らかにすることで、総合評価による調達の透明性、公平性等を確保すること

ができる。 

 今後、PAT が実際に輸出用 CFSやディストリセンターの調達を実施する際に適用す

る調達方法の検討にあたっては、省エネ性能や製品の信頼性等を含めた総合評価方式で

の入札によって業者決定を行うことができるよう、継続的な支援が必要とされる。その

際、上記のような事例・経験を踏まえつつ、PATと横浜市とのパートナーシップを最大

限活用すると共に、YPCが港湾運営主体としての実務的な経験に基づくアドバイスを

行っていく。 



 

 

 特に、本 FSで想定する JCM 事業では、一定レベルの高効率・高品質が要求される。

この条件を確保するため、引き続きさまざまなサプライヤー候補企業からの情報収集を

行い、各設備のスペックを確認していく。 

  



 

 

3.2 資金調達スキーム 

 PAT はこれまで、施設整備等の事業に要する資金は全て、自己資金で賄ってきた。こ

の方針は、原則として今後も継続される見通しである。 

 ただし現在は、バンコク港における大規模再整備に向けて、PAT内部で新たな資金調

達方法についても検討が行われている。特に、ディストリセンターについては PATと

民間事業者との JVや PPPスキームを活用した施設整備も検討対象となっている。 

 これを受け、本 FS では前 FSに続きリースによる資金調達のスキーム（図 20）を紹

介し、その採用可能性について協議を継続した。 

 今後も定期的に PAT の検討状況を聞き取り、将来的な選択肢としてリース活用等も

幅広く視野に入れた検討支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 20 リースによる資金調達スキームの例 

  



 

 

4. レムチャバン港への水平展開の検討 

 バンコク港における JCM 補助事業について、レムチャバン港において水平展開する

可能性を検討することを目的として、既存資料調査及びインタビュー調査等を行った。

検討結果を以下に示す。 

 

4.1 レムチャバン港の概要 

（１）レムチャバン港開発の経緯 

 レムチャバン港は、1981 年に策定された「第 5次経済社会開発計画（1982 年～1986

年）」において、タイ政府が採択した「東部臨海開発計画」の中核となる拠点開発の一

つとして、バンコク港の機能を代替する代替港として計画された（図 21）。同港の背後

には、バンコクに集中する工業機能の移転とタイの製品輸出の増大を目指して、工業製

品の生産基地が計画された。 

 

 

 
出典：Laem Chabang Port’s Infrastructure Development & Connectivity, Dec. 2016, Laem Chabang Port, PAT 

 

図 21 レムチャバン港の位置 

 

 

（２）レムチャバン港の全体像 

  レムチャバン港は、1986年から建設が開始され、現時点では、Basin Iにおいて実

施された Phase I整備が完了している。Basin IIにおいて実施された Phase II整備事業は

現在 D突堤の整備を実施中である。Phase Iは、1991 年に供用を開始し、年間 4.3百万

レムチャバン港 



 

 

TEUの取扱キャパシティをもつ。Phase IIは、2000 年に供用を開始し、年間 6.8百万 TEU

の取扱キャパシティで設計されている。（図 22～図 25）。 

 

 

 
出典：Laem Chabang Port’s Infrastructure Development & Connectivity, Dec. 2016, Laem Chabang Port, PAT 

 

図 22 レムチャバン港と後背地の状況（１） 

 

 
出典：Laem Chabang Port’s Infrastructure Development & Connectivity, Dec. 2016, Laem Chabang Port, PAT 

 

図 23 レムチャバン港と後背地の状況（２） 

  

レムチャバン港 

工業地域 

Phase I 
Phase II 



 

 

 

 
出典：Laem Chabang Port’s Infrastructure Development & Connectivity, Dec. 2016, Laem Chabang Port, PAT 

 

図 24 Phase Iの状況 

 

 
出典：Laem Chabang Port’s Infrastructure Development & Connectivity, Dec. 2016, Laem Chabang Port, PAT 

 

図 25 Phase IIの状況 

  



 

 

 PAT は、バンコク港とともにレムチャバン港についても管理を行っているが、その内

容は異なっている。バンコク港においては、PATはターミナルオペレーションまで自営

で行っているのに対し、レムチャバン港では長期リース契約によりターミナルの運営権

を民間事業者に付与し、オペレーションはターミナルごとに権益を得たオペレーターが

行っている。なお、本邦企業も進出しており、A1に日本郵船（株）、B2 に三井物産（株）、

B3に丸紅（株）及び（株）上組、B4に日本郵船（株）及び（株）商船三井がそれぞれ

参画している。 

 

（３）レムチャバン港のパフォーマンス 

 

① コンテナ取扱量に関する市場シェア 

 レムチャバン港のコンテナ取扱量は、2009 年以降年 7％の伸びを示しており、2014

年において 8.35百万 TEUである。タイ国内の約 78％の市場シェアを有しており（図

26）、ASEANにおいては、6.6%の市場シェアとなっている（図 27）。 

 

 

 
出典：Laem Chabang Port’s Infrastructure Development & Connectivity, Dec. 2016, Laem Chabang Port, PAT 

 

図 26 タイ国内におけるレムチャバン港の市場シェア 

 

 



 

 

 
出典：Laem Chabang Port’s Infrastructure Development & Connectivity, Dec. 2016, Laem Chabang Port, PAT 

 

図 27 ASEANにおけるレムチャバン港の市場シェア 

 

② 入港船舶数 

 レムチャバン港の 2011年から 2016 年の入港船舶数の推移を、図 28に示す。コンテ

ナ船の入港数が最も多く、2016年では約 8割を占めており、RO/RO船5が 7％弱を占め

ている。 

 

 

 
出典：Laem Chabang Port’s Infrastructure Development & Connectivity, Dec. 2016, Laem Chabang Port, PAT 

 

図 28 レムチャバン港の入港船舶数の推移 

 

                                                      
5 RO/RO船：貨物を積んだトラックやシャーシ（荷台）ごと輸送する船舶。 



 

 

③ 取扱量 

 レムチャバン港の 2012年から 2016 年の取扱量の推移を、図 29に示す。輸出取扱量

が、輸入取扱量に比較して若干多いが、2012 年に比較して 2016 年は約 25％の増加とな

っている。 

 

 

 
 

出典：Laem Chabang Port’s Infrastructure Development & Connectivity, Dec. 2016, Laem Chabang Port, PAT 

 

図 29 レムチャバン港の取扱量（スループット）の推移 

 

  



 

 

④ レムチャバン港の自動車ターミナル（図 30） 

 レムチャバン港は、自動車を扱うターミナルが 3か所（A1、A5、C0）存在する（図

31）。ターミナルに近接してトヨタ、日産、ホンダ、いすゞ、スズキなどのモータープ

ールがある。 

自動車の海上輸送は、RO/RO船の一種である PCC（Pure Car Carrier）と呼ばれる自動車

専用船を用いて行われ、大きなものでは一度に 7,000 台を超える車両を輸送する能力を

持つ。船積時は、予め自動車メーカーの工場やモータープールからターミナルに自動車

が運ばれ、PCCには 1台ずつ自走で搬入される。 

 

 

 
出典：Laem Chabang Port’s Infrastructure Development & Connectivity, Dec. 2016, Laem Chabang Port, PAT 

 

図 30 自動車ターミナル 

 

  



 

 

 
出典：Laem Chabang Port’s Infrastructure Development & Connectivity, Dec. 2016, Laem Chabang Port, PAT 

 

図 31 レムチャバン港の自動車を扱うターミナル 

 

 レムチャバン港における自動車の輸出入台数の推移は、図 32に示すとおりで、約 95％

は輸出用である。 

タイ国内の自動車生産台数は年間約 200万台であり、そのうち約 120 万台が輸出されて

いる。そのほとんどはレムチャバン港から輸出されている。このことから、同港が自動

車生産の世界的なサプライチェーンの中で重要な完成自動車輸出拠点として機能して

いることが伺える。 

 

 
出典：Laem Chabang Port’s Infrastructure Development & Connectivity, Dec. 2016, Laem Chabang Port, PAT 

 

図 32 レムチャバン港の取扱量（スループット）の推移 

  



 

 

（４）レムチャバン港の今後の開発計画 

 レムチャバン港では、将来的な貨物取扱量の増加が予測される中（図 33）、「内航船

ターミナル（ターミナル A）の整備」、「Single Rail Transfer Operator：SRTO」、「Phase III

の開発計画」という３つのプロジェクトが計画されている。これらのプロジェクトが実

施された場合、レムチャバン港は表 3に示すキャパシティに増強されると期待されてい

る。 

 

 
出典：Laem Chabang Port’s Infrastructure Development & Connectivity, Dec. 2016, Laem Chabang Port, PAT 

 

図 33 レムチャバン港の取扱量の将来予測 

 

 

表 3 レムチャバン港のキャパシティ 

 

項 目 Phase I＋II Phase III 

コンテナターミナル 11.1 7.0 

Ro/Ro ターミナル 1.98 1.0 

レール輸送 2 1.0 

沿岸ターミナル 0.6 1.0 

出典：Laem Chabang Port’s Infrastructure Development & Connectivity, Dec. 2016, Laem Chabang Port, PAT 

  



 

 

① 内航船ターミナルの整備（図 34） 

 内航船ターミナルは、タイ政府の政策や運輸省の方針のもと、物流コストの低減とト

ラック輸送から内航船へのモーダルシフトによる環境負荷軽減を目的として整備され

ている。レムチャバンとタイ北部および南部の地方港湾とを結ぶ内航船の受け入れ能力

を強化するとともに、現在バンコク港で整備されている内航船ターミナルとの間の輸送

キャパシティを増加させることも狙いとしている。 

 内航船ターミナルの整備に関して、PATに行ったヒアリング調査の結果は、以下のと

おりである。 

・ A0 バースと A1バースの間にある空き地（約 17.5 エーカー）に沿岸ターミナル

を建設し運用する。岸壁延長 150 m、水深－10 m、対象船舶は 3,000 DWT、30

万 TEU/年の取り扱いを想定しており、2018 年中に運用開始予定。 

・ Phase IIIにおいても、キャパシティ 100万 TEU/年の内航船ターミナルを建設予

定である。 

 

 

出典：Laem Chabang Port’s Infrastructure Development & Connectivity, Dec. 2016, Laem Chabang Port, PAT 

 

図 34 内航船ターミナルの整備 

  



 

 

② Single Rail Transfer Operator：SRTO（図 35、36） 

 PAT では、レムチャバン港の鉄道輸送の強化にも取り組んでいる。これは、Phase Ⅲ

などのターミナル整備によって今後レムチャバン港の取扱貨物量が増加することへの

対応策であると同時に、前述したモーダルシフトによる環境負荷軽減を進める取組でも

ある。 

 上記の方針のもと、PAT では現在レムチャバン港において SRTO（Single Rail Transfer 

Operator）と称する鉄道ターミナルの整備を進めている。 

 SRTOに関して、PAT に行ったヒアリング調査の結果は、以下のとおりである。 

・ B突堤と C突堤の間の三角地帯に鉄道輸送ターミナルを建設し運用する。レム

チャバン港の鉄道輸送のキャパシティを現在の 50万 TEU/年から 200TEU/年に

増加させる計画であり、2019年初旬に運用開始予定だが、現在部分的に利用を

開始している。Phase IIIにおいても、キャパシティ 100 万 TEU/年の鉄道輸送タ

ーミナルを建設予定だが、国の EEC計画の一環としてキャパシティを変更する

見込みである。 

・ SRTOは PAT が直接運営するターミナルとなるが、実際の荷役作業は入札により

委託決定したオペレーション業者により行われる。 

・ 民間事業者によるコンテナ輸送をトラックから内航船や鉄道にシフトさせるた

め、PAT ではそれらによる輸送コストをトラックに対して競争力のある水準ま

で低減するための方策を検討している。 

 

 

 
 

出典：Laem Chabang Port’s Infrastructure Development & Connectivity, Dec. 2016, Laem Chabang Port, PAT 

 

図 35 Single Rail Transfer Operator（SRTO）の計画地 

 



 

 

 

 

 
 

図 36 SRTO予定地周辺 

 

 

③ Phase IIIの開発計画 

 Phase IIIは、図 37 及び図 38に示すとおり、Phase IIに隣接した場所に、将来的なコ

ンテナ等の貨物量の増大に対応することを目的として開発されるものである。本計画は、

Mekong Sub-Region のゲートウェイ港としての役割を果たすために、レムチャバン港の

機能を強化する施策と位置づけられている。 

 2011年から 2016年において実現可能性調査と詳細設計を実施し、2018 年から 2021

年の間に建設工事を行い、2020年には上物設備への投資を行う民間企業、及びターミ

ナルの運営を行う民間企業について入札を行う予定である。 

 Phase IIIに関して、PAT に行ったヒアリング調査の結果は、以下のとおりである。 

・ E突堤（E0～E2）・F突堤（F1、F2）の仕様として E突堤が 800ｍ×2バース、F

突堤が 1,000ｍ×2バースを想定している。 

・ 水深は現行の最大船型を見越して－18.5m。 

・ E0は自動車ターミナルで、100万台/年の取り扱いが可能。 

・ E1、E2および F1、F2はコンテナターミナルであり、現計画では 700 万 TEU/年

の取り扱いが可能。 

・ E0は自動車専用ターミナルで、年間 100 万台の取扱いが可能。 

・ 整備スケジュールは、2018 年の初旬に建設業者の入札を行う予定。ターミナル

の建設（下物）は PATが投資し、上物設備は民間企業が投資する（数百億円バ

ーツ程度の投資になる模様）。本件は PPP の手続きスピードを速める Fast Track



 

 

の対象プロジェクトに位置付けられており、政府からは早期整備するよう指示

されている。 

・ なお計画の早期推進には法整備も必要である。現在東部経済回廊（EEC：Eastern 

Economic Corridor）地域のプロジェクトの投資者に対する税金の減免に関する法

律の整備がタイ政府により進められている。 

・ 水深 18.5 mであるため、コンテナ船は 18,000 TEU型を想定している。今後もそ

れ以上に船舶が大型化することは間違いなく、その対応は課題であるが、その

ような船舶の寄港は年 2、3回である可能性もあり、また寄港しても積み荷のす

べてをレムチャバン港で降ろすことはないため、必ずしも世界最大級の船舶に

対応する必要があるとは考えていない。レムチャバン港に求められる船舶受入

サイズを慎重に検討してそのように判断した。 

・ E、F突堤の利用について、①大型船の着岸を想定し、将来への投資として E、F

突堤に複数のオペレーターが入札してくる可能性が大きい、②その一方で現状

のターミナルを引き続きメインとして利用することになる可能性が大きいと想

定している。実例として、Hutchison は現在 Phase Iの A2、3バースの権益を保

有しているが、C、D突堤の権益も保有しており、A突堤に着岸できない大型船

はそこに着岸させている。 

 

 
出典：Laem Chabang Port’s Infrastructure Development & Connectivity, Dec. 2016, Laem Chabang Port, PAT 

 

図 37 Phase IIIの計画地（１） 

  



 

 

 

 

 
出典：Laem Chabang Port’s Infrastructure Development & Connectivity, Dec. 2016, Laem Chabang Port, PAT 

 

図 38 Phase IIIの計画地（２） 

 

  



 

 

4.2 コンテナターミナル 

 JCM 補助事業に関して、バンコク港の実績をレムチャバン港に水平展開する可能性

について把握する目的で、コンテナターミナル（B2）の現状確認（図 39）及び現地タ

ーミナルオペレータに対してヒアリング調査を実施した。 

 現状は、岸壁 300 m、奥行は 350 mであり、4基のコンテナクレーンと 12基の RTG

が稼働していた。RTGは全てディーゼルエンジンタイプでハイブリッド仕様は未導入

である。フォークリフトについては、2.5 トンが 1台、3.5 トンが 3台、6トンが 1台稼

働していたが、いずれもディーゼルを燃料としていた。 

 ヤード照明については LED化に着手しており、順次交換を進めているが、導入済の

LEDは中国製と推測された。 

 本ターミナルは 2021年に PATとの運営権契約の更新が予定されており、ターミナル

オペレータは運営権契約更新をにらみながら低炭素荷役機器等の導入も視野に入れて

設備投資の検討を行っている。一方、PAT は港湾管理者として、ターミナルオペレータ

に対し環境にやさしい低炭素機器の導入を奨励している。 

 今回の調査は、コンテナターミナルについては B2 ターミナルのみを対象にした限定

的な調査であるが、バンコク港の実績（ハイブリッド RTG又は電動 RTG、電動フォー

クリフト、LEDヤード照明等）をもとに、レムチャバン港において JCM 補助事業を水

平展開する可能性は高いと言える。 

 一方、Phase IIIの E、Fについてもコンテナターミナルが増設されることから、JCM

補助事業を水平展開する可能性は高いが、PAT からの情報提供を継続的に受けることに

より、よりチャレンジングな JCM補助事業（例えば、大規模太陽光発電、LNGバンカ

リング等、ハイブリッドタグボート等）の実施可能性を検討することが望ましい。 

 

 

 
 

図 39 コンテナターミナルの状況 

  



 

 

4.3 自動車ターミナル及び客船ターミナル 

 JCM 補助事業に関して、バンコク港の実績をレムチャバン港に水平展開する可能性

について把握する目的で、自動車ターミナル及び客船ターミナル（A1）の現状確認（図

40）及び現地ターミナルオペレータに対してヒアリング調査を実施した。 

A1のターミナルオペレータは、PAT とは客船ターミナルとして契約しているため、ク

ルーズ船に優先権があるとのことであった。レムチャバン港は観光地のパタヤに近いこ

ともあり、近年はクルーズ船の寄港が増えている。 

 ターミナルの機器のうち、電力消費が大きいのは照明器具と空調設備である。オペレ

ーターはヤード照明の LED化を考えているが、投資には至っていない。LEDで 160灯

程度の設備規模であると見込まれる。バンコク港での検討結果も踏まえると、本ターミ

ナルのヤード照明についても JCMを活用した LED導入は十分な事業性があると考えら

れる。 

 また、本ターミナルは客船ターミナルであることから、クルーズ船寄港時には客船タ

ーミナル（建屋）の空調設備の稼働が増える。特に 12・1月は観光シーズンにあたり、

寄港ピーク期間となる。ターミナル全体に対する空調設備の電力使用割合は、このピー

ク期間で 3割ほどを占めるが、現時点まで省エネ化の検討はしていない。空調設備はタ

ーミナル建設当初のものであり、省エネ型機器への取替えの可能性は高い。 

 今回の調査は限定的ではあったが、以上のことから、バンコク港の実績（LEDヤー

ド照明等）に加えて高効率空調設備の導入等、レムチャバン港においてターミナルの特

性に応じ JCM補助事業を水平展開する可能性は高いと言える。 

 一方、Phase IIIの E、Fについても自動車ターミナルが増設されることから、JCM 補

助事業を水平展開する可能性は高いが、PAT からの情報提供を継続的に受けることによ

り、よりチャレンジングな JCM 補助事業の実施可能性を検討することが望ましい。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 40 自動車コンテナターミナルの状況 

  



 

 

5. 事業の可能性評価 

 ここまでに検討してきた結果を踏まえ、本FSが想定する JCMプロジェクトについて、

「GHG削減量と省エネ効果の算出」「プロジェクトのコスト算出」「プロジェクト収支

（事業採算性）の試算」を含む事業の可能性評価を行った。事業の可能性評価の対象は、

バンコク港のディストリセンター、及びレムチャバン港の自動車・客船ターミナルとし

た。評価結果は、以下の示すとおりである。 

 

5.1 バンコク港 

 バンコク港では、ディストリセンターの具体的な計画が未定であることから、PATと

の協議の結果、ディストリセンターモデルの 1つである Y-CCの設計データ等を参考に

して、想定しうるディストリセンターの仕様等を仮定した。これに基づき、5種類の設

備・機器の導入の事業性を検討した。 

 

（1）低炭素荷役機器 

① 電動フォークリフト（図 41） 

 ディストリセンター1階で使用するフォークリフトは PATが導入し、2～5階は民間

の倉庫事業者等が導入することが想定される。本 FSでは、PAT により確実に導入が予

想される 1階部分のフォークリフトを検討対象とした。 

 想定される 1階 CFS部分の面積から、導入台数を 105台と設定した。これにより、

約 12,000 t-CO2（4年間）の排出削減量が見込まれる。導入可能性の評価結果は、表 4

に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 41 電動フォークリフト 

 

  



 

 

 

表 4 電動フォークリフト導入の事業性評価結果 

 

 

 

 

② 電動 RTG（図 42） 

 ディストリセンターに導入する RTGとして、ハイブリッド RTGよりさらに CO2削減

効果の高い電動 RTGを導入することを想定した検討を行った。PAT への聞き取りから

得た計画では、同 RTGを 4台導入することが検討されている。これにより、全体で約

15,000 t-CO2（12年間）の排出削減量が見込まれる。導入可能性の評価結果は、表 5に

示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 42 電動 RTG 

  

Items Electric Forklift

Legal durable years 4 years

Quantity 105 Trucks

Initial cost 131,250,000THB

Percentage of Subsidy 10%

JCM subsidy (C) 13,125,000THB

CO2 reduction (B）
3,169

(t-CO2/year)

JCM cost effectiveness (C)/(B) 1,035THB/t-CO2

Eligibility for JCM Good

Total cost advantage
84,696,612

THB

Overall evaluation Good



 

 

 

表 5 電動 RTG導入の事業性評価結果 

 

 

 

（2）LED照明（図 43） 

 ディストリセンターでは、1階の CFS部分に 470 個、2階～5階に 3,120 個、合計で

3,590個の LED照明導入が想定される。本 FSでは、天井の高い工場や倉庫で用いられ、

熱に強いハイベイタイプの導入を想定して検討を行った。 

 この LED照明導入により、約 33,000 t-CO2（12年間）の排出削減量が見込まれる。

導入可能性の評価結果は、表 6 に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

図 43 LED照明 

  

Items Electric RTG

Legal durable years 12years

Quantity 4 Units

Initial cost 229,920,000THB

Percentage of Subsidy 8%

JCM subsidy (C) 18,393,600THB

CO2 reduction (B）
1,307

(t-CO2/year)

JCM cost effectiveness (C)/(B) 1,172THB/t-CO2

Eligibility for JCM Good

Total cost advantage
163,513,100

THB

Overall evaluation Good



 

 

 

表 6 LED照明導入の事業性評価結果 

 

 

 

 

（3）高効率空調機器 

 ディストリセンターのオフィス棟の空調機器について、高効率タイプの機器の導入を

想定した。タイに現地法人を有する空調関連の日本企業への聞取りの結果、以下の事項

が明らかになった。 

・ 日本では、インバータタイプの空調がほぼ 100％の普及率であるが、海外では現

在でも省エネ効率の劣る定速タイプが多く採用されている。 

・ タイでは、新規導入の場合でも定速タイプが採用されるケースが多い。 

 また、アジア（日本・中国を除く）での家庭用エアコンにおけるインバータタイプの

普及率は 2015年時点で 23％6という情報も得られた。これらの情報を勘案し、PAT の計

画に基づいて、ディストリセンターを 4階建て、延べ床面積 3,145m
2と想定した上で検

討を行った。 

 高効率空調機器により、約 3,600 t-CO2（13年間）の排出削減量が見込まれる。導入

可能性の評価結果は、表 7に示すとおりである。 

  

                                                      
6 出典：https://www.daikin.co.jp/csr/information/lecture/act01.html 

Items Indoor LED lighting

Legal durable years 12years

Quantity 3,590 sets

Initial cost 87,473,000THB

Percentage of Subsidy 40%

JCM subsidy (C) 34,989,200THB

CO2 reduction (B）
2,823

(t-CO2/year)

JCM cost effectiveness (C)/(B) 1,032THB/t-CO2

Eligibility for JCM Good

Total cost advantage
226,787,500

THB

Overall evaluation Good



 

 

 

表 7 高効率空調機器導入の事業性評価結果 

 

 

 

 併せて、保税倉庫部分の冷蔵設備についても調査を実施した。タイのように高温多湿

の地域では、冷蔵倉庫への出入時に外気が流入することで室温が上昇することが、エネ

ルギー効率に大きく影響していると考えられる。従って、その対応として前室部分に特

殊な設備を導入し、外部の多湿空気を遮断することで、消費電力量を効果的に低減でき

る可能性があることが判明した。引き続き、検討を行っていく。 

 

（4）太陽光発電設備 

 ディストリセンターの屋根に設置される太陽光発電設備は、センターの屋根面積や形

状等に関する PATへの聞取り等より、約 4 MWの容量が設置可能と想定した。 

 太陽光発電設備の導入により、約 21,000 t-CO2（12年間）の排出削減量が見込まれる。

導入可能性の評価結果は、表 8 に示すとおりである。 

 

  

Items High efficiency air conditioning system

Legal durable years 13years

Quantity 1 Set

Initial cost 21,990,000THB

Percentage of Subsidy 15%

JCM subsidy (C) 3,298,500THB

CO2 reduction (B）
276

(t-CO2/year)

JCM cost effectiveness (C)/(B) 921THB/t-CO2

Eligibility for JCM Good

Total cost advantage
22,512,580

THB

Overall evaluation Good



 

 

 

表 8 太陽光発電設備導入の事業性評価結果 

 

 

 

  

Items PV system

Legal durable years 12years

Quantity 1 set(4,122 KW)

Initial cost 164,910,000THB

Percentage of Subsidy 15%

JCM subsidy (C) 24,736,500THB

CO2 reduction (B）
1,767

(t-CO2/year)

JCM cost effectiveness (C)/(B) 1,167THB/t-CO2

Eligibility for JCM Good

Total cost advantage
112,997,800

THB

Overall evaluation Good



 

 

5.2 レムチャバン港 

 レムチャバン港では、将来的な貨物取扱量の増加が予測される中、① 内航船ターミ

ナル（ターミナル A）の整備、② Single Rail Transfer Operator：SRTO、③ Phase IIIの開

発計画という３つのプロジェクトが計画されている。これらの各プロジェクトには、バ

ンコク港の水平展開として有望な JCM 補助事業にとどまらず、より大規模な JCM補助

事業の候補が存在することが予想される。一方で、今年度調査において把握した JCM

候補事業は、自動車ターミナルへの LED照明の導入と、客船ターミナルへの高効率空

調設備導入であった。以下に、これらの機器の導入の事業性を検討した。 

 

（1）LEDヤード照明（自動車ターミナル） 

 自動車ターミナルでは、現地聞取り調査より、LEDヤード照明導入の可能性が明ら

かになった。現地調査時の取得情報やヒアリング結果に基づいて、諸条件を仮定したし

た上で検討を行った。 

 LEDヤード照明導入により、約 1,470 t-CO2（10年間）の排出削減量が見込まれる。

導入可能性の評価結果は、表 9 に示すとおりである。 

 

 

表 9 LED照明導入の事業性評価結果 

 

 

 

  

Items LED Yard lighting

Legal durable years 10years

Quantity 108 set

Initial cost 7,767,000 THB

Percentage of Subsidy 23%

JCM subsidy (C) 1,786,400 THB

CO2 reduction (B）
147 t-CO2

(t-CO2/year)

JCM cost effectiveness (C)/(B) 1,207THB/t-CO2

Eligibility for JCM Good

Total cost advantage 4,548,283 THB

Overall evaluation Good



 

 

（2）高効率空調設備（客船ターミナル） 

 客船ターミナルの空調機器について、高効率タイプの機器の導入を想定した。現地調

査時の取得情報やヒアリング結果に基づいて、諸条件を仮定したした上で検討を行った。 

 高効率空調機器により、約 770 t-CO2（13年間）の排出削減量が見込まれる。導入可

能性の評価結果は、表 10に示すとおりである。 

 

表 10 高効率空調設備導入の事業性評価結果 

 

 
  

Items High efficiency air conditioning system

Legal durable years 13years

Quantity 1 set

Initial cost 15,000,000 THB

Percentage of Subsidy 6%

JCM subsidy (C) 900,000 THB

CO2 reduction (B）
59t-CO2

(t-CO2/year)

JCM cost effectiveness (C)/(B) 1,166THB/t-CO2

Eligibility for JCM Good

Total cost advantage 134,799THB

Overall evaluation Good



 

 

6. MRV方法論開発、PDD作成 

6.1 MRV方法論検討、開発 

 ここまでの結果を踏まえ、本 FSで検討したプロジェクトを JCM 補助事業として行う

ためのMRV 方法論を開発した。なお太陽光発電設備については、承認ずみの JCM-MRV

方法論を適用することとした。 

 

 次項より、開発した方法論を示す。 
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A. Title of the methodology 

 

港湾施設における低炭素型電動フォークリフトの導入 

 

B. Terms and definitions 

 

 

 

C. Summary of the methodology 

 

Items Summary 

GHG emission reduction 

measures 
低炭素型電動フォークリフトの導入により二酸化炭素

(CO2)削減を実現する。 

Calculation of reference 

emissions 
リファレンス排出量は、タイの港湾施設で通常利用されて

いるディーゼル燃料使用のフォークリフトから生じる

GHG排出量であり、（タイ及び/ないし日本の）プロジェク

ト実施者により取得された過去の燃料消費データないし、

プロジェクト期間中に取得された事前/事後計測データに

基づいて算定される。  

Calculation of project 

emissions 
プロジェクト排出量はプロジェクト電動フォークリフト

からのGHG排出量であり、バッテリー充電に用いられたグ

リッド電力使用量から算定される。 

Monitoring parameters プロジェクト実施後の期間 pにおける電動フォークリフト

i の稼働時間 [hours/p] 

プロジェクト実施後の期間 pにおける電動フォークリフト

i の電力消費量 [MWh/p] 

 

D. Eligibility criteria 

This methodology is applicable to projects that satisfy all of the following criteria. 

Criterion 1 プロジェクトでは、港湾施設における低炭素型電動フォークリフトの導入

ないしディーゼル油駆動型フォークリフトから低炭素型電動フォークリ

フトへの交換が行われる。 

Criterion 2 プロジェクトで使用されるフォークリフトは、充電にグリッド電力を使用

し、使用された電力消費量を記録する機能を持つ。 

Criterion 3  

Criterion 4  

Terms Definitions 

電動フォークリフト 電動フォークリフトはコンテナからの貨物の積み下ろ

しに使われる機器であり、用途に合わせ様々な種類のフ

ォークリフトがある。一般的なものは、パレットに搭載

した荷物をハンドリングする荷役機器であり、電動リー

チトラックは高所にある貨物の積み下ろし等の作業に

特化した荷役機械である。電動パレットトラックは、パ

レットに搭載した貨物の水平移動に特化した荷役機器

である。 

ガソリンやディーゼル油を燃料として動くエンジン式

フォークリフトと違い、電動フォークリフトはバッテリ

ーを充電することにより駆動する。 



 

 

E. Emission Sources and GHG types 

 

Reference emissions 

Emission sources GHG types 

リファレンス機器による化石燃料の消費 CO2 

Project emissions 

Emission sources GHG types 

プロジェクト機器による電力の消費 CO2 

 

 

F. Establishment and calculation of reference emissions 

F.1. Establishment of reference emissions 

 

リファレンス排出量は、「プロジェクトによる設備・機器が導入されなかった場合の既

設設備・機器の稼働に伴う CO2排出量」である。 

 

現在のタイの港湾施設において、荷役作業を行うフォークリフトの燃料は、化石燃料（デ

ィーゼル油）が一般的である。リファレンス排出量は、ディーゼル油利用のフォークリ

フトのエネルギー使用原単位（liters/hour）に、プロジェクトの期間 p においてモニタ

リングにより得られた稼働時間（hours/p）、及びディーゼル油の CO2 排出原単位

（t-CO2/liter）を乗じて求める。 

 

 

F.2. Calculation of reference emissions 

 

フォークリフト（以下、FL）のリファレンス排出量は、以下の数式により求める。 

 

  REp = ∑ [OTp,i × EFfl × EFdiesel]i  

REp: 対象とするリファレンス FLiのプロジェクト期間 p におけるリファレン

ス排出量 [t-CO2/p] 

OTp,i:    対象とするリファレンス FLi のプロジェクト期間 p における稼働時間 

[hours/p]  

EFfl:     FLのエネルギー使用原単位 [liters/hour] 

EFdiesel: ディーゼル油の CO2排出原単位 [t-CO2/liter] 

 

 

 

G. Calculation of project emissions 

 

フォークリフト（以下、FL）のプロジェクト排出量は、以下の数式により求める。  

 

  PEp = ∑ [ECp,i × EFelec]i  

PEp: 対象とするプロジェクト FLiのプロジェクト期間 p におけるプロジェク

ト排出量 [t-CO2/p] 

ECp,i: 対象とするプロジェクト FLi のプロジェクト期間 p におけるグリッド

電力消費量[MWh/p] 

EFelec: 当該グリッド電力の CO2 排出係数 [t-CO2/MWh] 

 

 



 

 

H. Calculation of emissions reductions 

 

排出削減量は、以下の数式により求める。 

 

 ERp ＝ REp － PEp 

  ERp：期間 pにおける排出削減量 

  REp：期間 pにおけるリファレンス排出量 

 PEp：期間pにおけるプロジェクト排出量 

 

 

 

I. Data and parameters fixed ex ante 

The source of each data and parameter fixed ex ante is listed as below. 

Parameter Description of data Source 

EFfl リファレンスのフォークリフトのエネルギー

使用原単位[liters/hour] 

事業者の過去データ、または事

前測定、またはカタログ値。カ

タログ値を利用する場合は、最

新機種の値を用いる。 

OTp,i プロジェクトで使用されるフォークリフトの

プロジェクト期間 pにおける稼働時間 

[hours/p] 

フォークリフトの稼働時間は、

プロジェクト期間におけるモニ

タリングが困難な場合、プロジ

ェクトの事前・事後の調査によ

り値を設定する。 
EFdiesel ディーゼル油の CO2排出原単位 [t-CO2/liter] IPCC の公表値等を利用。 
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A.  Title of the methodology 

 

港湾施設における電動RTGの導入 

 

 

B.  Terms and definitions 

 

 

 

C.  Summary of the methodology 

 

Items Summary 

GHG emission reduction 

measures 
電動RTGの導入により二酸化炭素(CO2)削減を実現する。 

Calculation of reference 

emissions 
リファレンス排出量は、タイの港湾施設で通常利用されて

いる従来型の RTG 使用による GHG 排出量であり、（タイ

及び/ないし日本の）プロジェクト実施者により取得された

過去の燃料消費データないし、プロジェクト期間中に取得

された事前/事後計測データに基づいて算定される。  

Calculation of project 

emissions 
プロジェクト排出量は、プロジェクトで使用される電動

RTGからのGHG排出量であり、グリッド電力使用量をもと

に算定される。 

Monitoring parameters プロジェクト実施後の期間pにおける電動RTGiの燃料消費

量 [hours/p] 

プロジェクト実施後の期間pにおける電動RTGiの電力消費

量 [MWh/p] 

 

 

D.  Eligibility criteria 

This methodology is applicable to projects that satisfy all of the following criteria. 

Criterion 1 プロジェクトでは、港湾施設における電動 RTGの導入ないし従来型 RTG

から電動 RTGへの交換が行われる。 

Criterion 2 プロジェクトで使用される電動 RTGはグリッド電力を使用しており、そ

の消費量の計測が可能である。 

Criterion 3  

Criterion 4  

 

  

Terms Definitions 

タイヤ式ガントリークレーン

（RTG） 

タイヤ式ガントリークレーン（rubber tired gantry crane：

RTG）とは、コンテナヤードに蔵置されたコンテナをハ

ンドリングするための、港湾特有の門型クレーンであ

る。従来はディーゼル駆動であるが、電動やハイブリッ

ドの物もある。 



 

 

E.  Emission Sources and GHG types 

 

Reference emissions 

Emission sources GHG types 

リファレンス機器による化石燃料の消費 CO2 

Project emissions 

Emission sources GHG types 

プロジェクト機器による電力の消費 CO2 

 

 

F.  Establishment and calculation of reference emissions 

F.1. Establishment of reference emissions 

 

リファレンス排出量は、「プロジェクトによる設備・機器が導入されなかった場合の既

設設備・機器の稼働に伴う CO2排出量」である。 

 

現在のタイの港湾施設において、荷役作業を行う RTG の燃料は、化石燃料（ディーゼ

ル油）である。リファレンス排出量は、RTG がプロジェクトの期間 p において消費し

たディーゼル油の量（liters/p）に、ディーゼル油の CO2 排出原単位（t-CO2/liter）を乗

じて求める。 

 

F.2. Calculation of reference emissions 

 

RTGのリファレンス排出量は、以下の数式により求める。 

 

  REp = ∑ [OTp,i × EFRTG × EFdiesel]i  

REp: 対象とするリファレンス RTGiのプロジェクト期間 p におけるリファレ

ンス排出量 [t-CO2/p] 

OTp,i:    対象とするリファレンス RTGiのプロジェクト期間 p における稼働時間 

[hours/p]  

EFRTG:     リファレンス RTGのエネルギー使用原単位 [liters/hour] 

EFdiesel: ディーゼル油の CO2排出原単位 [t-CO2/liter] 

 

 

 

G.  Calculation of project emissions 

 

RTGのプロジェクト排出量は、以下の数式により求める。 

 

  PEp = ∑ [ECp,i × EFelec]i  

PEp: 対象とするプロジェクト RTGiのプロジェクト期間 p におけるプロジェ

クト排出量 [t-CO2/p] 

ECp,i: 対象とするプロジェクト RTGiのプロジェクト期間 p における燃料消費

量 [liters/p] 

EFdiesel: ディーゼル油の CO2排出係数 [t-CO2/liter]  

 

 

 

 



 

 

H.  Calculation of emissions reductions 

 

排出削減量は、以下の数式により求める。 

 ERp ＝ REp － PEp 

  ERp：期間 pにおける排出削減量 

  REp：期間 pにおけるリファレンス排出量 

 PEp：期間pにおけるプロジェクト排出量 

 

 

 

I.  Data and parameters fixed ex ante 

The source of each data and parameter fixed ex ante is listed as below. 

Parameter Description of data Source 

EFRTG リファレンスの RTGのエネルギー使用原単位
[liters/hour] 

事業者の過去データ、または事

前測定、またはカタログ値。カ

タログ値を利用する場合は、最

新機種の値を用いる。 

OTp,i プロジェクトで使用される RTG のプロジェク

ト期間 p における稼働時間 [hours/p] 

RTG の稼働時間は、プロジェク

ト期間におけるモニタリングが

困難な場合、プロジェクトの事

前・事後の調査により値を設定

する。 
EFdiesel ディーゼル油の CO2排出原単位 [t-CO2/liter] IPCC の公表値等を利用。 
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A.  Title of the methodology 

 

港湾施設における屋内・ヤード照明のためのLED導入 

 

 

B.  Terms and definitions 

 

Terms Definitions 

LED照明 LED照明は、発光ダイオード(LED)を使った照明装置で

あり、順方向に電圧を加えた際に発光する半導体素子で

ある。  
 

 

C.  Summary of the methodology 

 

Items Summary 

GHG emission reduction 

measures 
LED照明の導入により二酸化炭素(CO2)削減を実現する。   

Calculation of reference 

emissions 
リファレンス排出量は、タイの港湾施設で通常利用されて

いる高圧ナトリウム灯を利用することにより生じる GHG

排出量であり、高圧ナトリウム灯の総ワット数にプロジェ

クト期間中の稼働時間と当該グリッド電力の CO2 排出係

数を乗じて算定する 

Calculation of project 

emissions 
プロジェクト排出量は、プロジェクト照明の総電力消費量

と、使用電力のCO2排出係数から算定する。 

Monitoring parameters プロジェクト実施後の期間 pにおける LED照明器具 iの照

明時間 [hours/p] 

 

 

D.  Eligibility criteria 

This methodology is applicable to projects that satisfy all of the following criteria. 

Criterion 1 プロジェクトでは、港湾施設における LED照明器具の導入ないし高圧ナ

トリウム灯から LED照明器具への交換が行われる。 

Criterion 2 プロジェクトで使用される LED照明器具の電力消費量が計測可能であ

る。 

Criterion 3  

Criterion 4  

 

 

E.  Emission Sources and GHG types 

 

Reference emissions 

Emission sources GHG types 

リファレンス機器による電力の消費 CO2 

Project emissions 

Emission sources GHG types 

プロジェクト機器による電力の消費 CO2 

 

  



 

 

F.  Establishment and calculation of reference emissions 

F.1. Establishment of reference emissions 

 

リファレンス排出量は、「プロジェクトによる設備・機器が導入されなかった場合の既

設設備・機器の稼働に伴う CO2排出量」である。 

 

現在のタイの港湾施設においては、現在のタイの港湾施設において、屋内・ヤード照明

用に利用される照明設備は水銀灯が一般的である。リファレンス排出量は、q個の水銀

灯（屋内照明用水銀灯：400 W）に、プロジェクトの期間 pにおいてモニタリングされ

る稼働時間（hours/p）、及び系統電力の CO2排出係数（t-CO2/MWh）を乗じて求める。 

 

F.2. Calculation of reference emissions 

 

 屋内・ヤード照明設備（LF）のリファレンス排出量は、以下の数式により求める。 

 

  REp = ∑ [ECp,i × OTp,i × EFelec]i  

REp: 対象とするリファレンス LFiのプロジェクト期間 p におけるリファレン

ス排出量 [t-CO2/p] 

ECp,i: 対象とするリファレンス LFiの消費電力 [W] 

OTp,i: 対象とするプロジェクト LFi のプロジェクト期間 p における稼働時間 

[hours/p] 

EFelec: グリッド電力の排出係数 [t-CO2/MWh] 
  

 

 

G.  Calculation of project emissions 

 

屋内・ヤード照明設備（LF）のプロジェクト排出量は、以下の数式により求める。 

 

  PEp = ∑ [ECp,i × EFelec]i  

PEp: 対象とするプロジェクト LFiのプロジェクト期間 p におけるプロジェク

ト排出量 [t-CO2/p] 

ECp,i: 対象とするプロジェクト LFi のプロジェクト期間 p におけるグリッド

電力消費量[MWh/p] 

EFelec: 当該グリッド電力の CO2 排出係数 [t-CO2/MWh]  

 

 

H.  Calculation of emissions reductions 

 

排出削減量は、以下の数式により求める。 

 ERp ＝ REp － PEp 

  ERp：期間 pにおける排出削減量 

  REp：期間 pにおけるリファレンス排出量 

 PEp：期間pにおけるプロジェクト排出量 

 

  



 

 

I.  Data and parameters fixed ex ante 

The source of each data and parameter fixed ex ante is listed as below. 

Parameter Description of data Source 
OTp,i 対象とするプロジェクト照明器具のプロジェ

クト期間 pにおける稼働時間 [hours/p] 

照明器具の稼働時間は、プロ

ジェクト期間におけるモニタ

リングが困難な場合、プロジ

ェクトの事前・事後の調査に

より値を設定する。 

EFelec グリッド電力の排出係数 [t-CO2/MWh] TGO等タイ政府の公表値等を

利用。 
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A.  Title of the methodology 

 

港湾施設におけるインバータ・エアコンの導入 

 

 

B.  Terms and definitions 

 

Terms Definitions 

インバータ・エアコン インバータ・エアコン（Inverter-type air conditioning 

system）とは、周辺温度を維持するためにコンプレッ

サ・モータのスピードを制御する装置であるインバータ

のついたタイプのエアコンである。ノンインバータのエ

アコンのコンプレッサは最大容量で運転するか完全停

止することしかできないが、インバータ・エアコンのコ

ンプレッサは、スピードを調節しながら運転を行う。 

成績係数(COP) 成績係数 (COP)とは、エアコンの定格電力消費量あたり

の冷房能力である。冷房能力と定格電力消費量の値は、

ISO 5151:2010iにある特定温度条件下で定められてい

る。  

冷房能力 冷房能力はエアコンの熱除去能力であり、特定温度下の

単位時間当たりに除去される熱の量で計算される。 
 

 

C.  Summary of the methodology 

 

Items Summary 

GHG emission reduction 

measures 
本方法論は、港湾施設の冷房にインバータ・エアコンを導

入することにより省エネを目指すプロジェクトに適用さ

れる。  

Calculation of reference 

emissions 
リファレンス排出量は、リファレンスのエアコンを使用す

ることにより生じる GHG 排出量であり、プロジェクトで

使用されるエアコンの電力消費量、プロジェクト/リファレ

ンスのエアコン COP、消費電力の CO2 排出係数により計

算される。 

Calculation of project 

emissions 
プロジェクト排出量は、プロジェクトのエアコンを使用す

ることにより生じるGHG排出量であり、導入されたインバ

ータ・エアコンの電力消費量と消費電力のCO2排出係数か

ら計算される。 

Monitoring parameters プロジェクトのエアコンの電力消費量 

 

 

D.  Eligibility criteria 

This methodology is applicable to projects that satisfy all of the following criteria. 

Criterion 1 プロジェクトでは、港湾施設においてインバータ・エアコンの導入ないし

ノンインバータ・エアコンからインバータ・エアコンへの交換が行われる。 

プロジェクトのインバータ・エアコンは、日本メーカーの製造によるもの

と同レベルの効率でなくてはならない。 

Criterion 2 導入されるエアコンは壁掛けタイプ及び/ないし天井カセットタイプであ



 

 

り、下表に示される値より高い COP 値を持つ。なお、下表以上の Cooling 

Capacityを有するインバータ・エアコンを導入する場合は、適切な COP

を設定するものとする。 

 

 
 

Criterion 3 導入されるエアコンに使用される冷却材のオゾン破壊係数 (ODP) が 0 

(ゼロ)である。 

Criterion 4 プロジェクトのエアコンに使用される冷却材が放出されない計画が講じ

られている。既存のエアコンをプロジェクトのエアコンに交換する場合、

既存のエアコンに使用されている冷却材が、再利用などで大気中に放出さ

れないような計画が講じられている。プロジェクトで交換された既存エア

コンに使用されていた冷却材が大気中に放出されていないことを確認す

るために、検証時に上記防止計画が実施されていることの確認を行う。 

 

 

E.  Emission Sources and GHG types 

 

Reference emissions 

Emission sources GHG types 

リファレンスのエアコンによる電力消費量 CO2 

Project emissions 

Emission sources GHG types 

プロジェクトのエアコンによる電力省費量 CO2 

 

 

F.  Establishment and calculation of reference emissions 

F.1. Establishment of reference emissions 

 

リファレンス排出量は、プロジェクトで使用されるエアコンの電力消費量、プロジェク

ト/リファレンスのエアコン COP、消費電力の CO2 排出係数により計算される。 

リファレンスのエアコンの COP は、確実に正味の排出削減が行われるよう、以下の方

法にて保守的に事前設定される。 

1. COP 値は、冷房能力が上がると低下する傾向がある。 

2. 特定の冷房能力におけるリファレンスの COPは、個々の冷房能力レンジの最大値

に設定される。 

個々の冷房能力レンジにおける COP最大値を COPREとして定める。 

 

F.2. Calculation of reference emissions 

 

リファレンスのエアコン（AC）によるリファレンス排出量は、以下の数式により求め

る。 

 

  REp = ∑ [ECPJ,i,p × (COPPJ,i ÷ COPRE,i)]i × EFelec 

Cooling Capacity [kW] Reference COP

2.5 ＜ x ≦ 4.1 4.00

4.1 ＜ x ≦ 5.3 3.59

5.3 ＜ x ≦ 7.1 2.96

7.1 ＜ x ≦ 14.2 2.85



 

 

REp: リファレンス ACi のプロジェクト期間 p におけるリファレンス排出量 

[t-CO2/p] 

    ECPJ,i,p:   プロジェクト ACi のプロジェクト期間 p における    

       電力省費量[MWh/p] 

COPPJ,i: プロジェクト ACiの COP [-]  

COPRE,i: リファレンス ACi の COP [-]  

EFelec: 消費電力の CO2 排出係数 [t-CO2/MWh] 

 

 

 

G.  Calculation of project emissions 

 

プロジェクトのエアコン（AC）によるプロジェクト排出量は、以下の数式により求め

る。 

PEp =∑ [ECPJ,i,p × EFelec]
i

 

PEp: プロジェクト ACi のプロジェクト期間 p におけるプロジェクト排出量
[t-CO2/p] 

    ECPJ,I,p:   プロジェクト ACi のプロジェクト期間 p における電力消費量[MWh/p] 

EFelec: 消費電力の CO2 排出係数[t-CO2/MWh]  

 

 

 

H.  Calculation of emissions reductions 

 

ERp = REp － PEp 

 

  ERp：期間 pにおける排出削減量 

  REp：期間 pにおけるリファレンス排出量 

 PEp：期間pにおけるプロジェクト排出量 

 

 

 

I.  Data and parameters fixed ex ante 

The source of each data and parameter fixed ex ante is listed as below. 

EFelec 

消費電力の CO2 排出係数 

プロジェクトのエアコンがグリッド電力ない

し自家発のどちらかしか消費していない場

合、プロジェクト参加者はそれぞれの CO2 排

出係数を適用する。 

プロジェクトのエアコンがグリッド電力と自

家発の双方を使う可能性がある時は、プロジ

ェクト参加者は値の低い方の CO2 排出係数を

適用する。 

 

[CO2 排出係数] 

グリッド電力の場合: 検証時点で、本表にある

出典のうち最新の値 

自家発の場合: 0.8* [tCO2/MWh] 

[グリッド電力] 

合同委員会からの指示が

他に無ければ、TGO発表

の最新コンバインド・マー

ジン（CM）グリッド排出

係数。 

 

[自家発] 

小規模 CDM承認方法論
AMS-I.A 



 

 

*CDM の小規模承認方法論 AMS-I.Aにおける

検証時点で最新の値。 

COPRE,i 

表 2に示されるリファレンスのエアコン i の

COP。COP 算出に使われる冷房能力及び定格

電力消費の値は、製品カタログ、仕様書、タ

イの主要メーカーのウェブサイトから入手す

る。なお、下表以上の Cooling Capacityを有す

るインバータ・エアコンを導入する場合は、

適切な COPを設定するものとする。 

 

表リファレンスのエアコンのCOP値(COPRE,i)  

i 冷房能力[kW] リファレンス 

COP値 

1 2.5kW<x≦4.1kW 4.00 

2 4.1kW<x≦5.3kW 3.59 

3 5.3kW<x≦7.1kW 2.96 

4 7.1kW<x≦14.2kW 2.85 

 

 

製品カタログ、仕様書、ウ

ェブサイトから入手でき

る公称値。 

 

このデフォルト値は、マー

ケット・シェアの高いメー

カーによるエアコンの

COP値調査結果によるも

の。デフォルト値は、JC

ないしプロジェクト参加

者が 3年ごとに行う調査

結果をもとに、必要に応じ

改定すべきである。 

COPPJ,i 

プロジェクトのエアコン i の COP。メーカーが

行った COP 計算に使用された冷房能力及び定

格電力消費の値が適用される。  

見積もり時のプロジェク

ト・エアコンの仕様ないし

メーカーによる工場受入

試験（FAT）のデータ 

 



 

 

6.2 PDD検討、作成 

 

 前項で開発した方法論に基づき、本 FSで検討したプロジェクトを JCM 補助事業とし

て行うための PDDを作成した。 

 

 次項より、PDDを示す。 

 



 

 

（1）バンコク港 

① 電動フォークリフト 

JCM Project Design Document Form 

 

A. Project description 

A.1. Title of the JCM project 

タイ王国バンコク港ディストリセンターへの低炭素電動フォークリフト導入 

 

A.2. General description of project and applied technologies and/or measures 

 本プロジェクトでは、バンコク港のディストリセンターに 105 台の電動フォークリ

フトを導入し、CO2排出削減を実現する。 

 

A.3. Location of project, including coordinates 

Country タイ国 

Region/State/Province etc.: バンコク都 

City/Town/Community etc: クロントイ 

Latitude, longitude 省略 

 

A.4. Name of project participants 

The Kingdom of 

Thailand 
タイ国港湾庁 

Japan 横浜港埠頭株式会社 

 

A.5. Duration 

Starting date of project operation 2019 年 1月 

Expected operational lifetime of project 17年 

 

A.6. Contribution from Japan 

 本プロジェクト案は、JCM モデルプロジェクトとして日本の環境省の支援を一部受

けており、JCM クレジットを引き換えにプロジェクトの初期投資のうち最大 50％まで

資金支援を受けることができる。 

 技術移転、運転・モニタリングに関するキャパビルについては、横浜港埠頭株式会

社と株式会社グリーン・パシフィック、及び一般社団法人海外環境協力センターが協

力して行っている。 

 

 

B. Application of an approved methodology(ies) 

B.1. Selection of methodology(ies) 

Selected approved methodology No. 港湾施設における低炭素型電動

フォークリフトの導入 

Version number 1.0 

 

B.2. Explanation of how the project meets eligibility criteria of the approved methodology 

Eligibility 

criteria 

Descriptions specified in the methodology Project information 

Criterion 1 プロジェクトでは、港湾施設における低炭素型

電動フォークリフトの導入ないしディーゼル油

駆動型フォークリフトから低炭素型電動フォー

プロジェクトでは、バン

コク港のディストリセン

ターに低炭素電動フォー



 

 

クリフトへの交換が行われる。 クリフトが導入される。 

Criterion 2 プロジェクトで使用されるフォークリフトは、

充電にグリッド電力を使用し、使用された電力

消費量を記録する機能を持つ。 

プロジェクトで導入され

るフォークリフトはグリ

ッド電力を用いて充電を

行い、その電力消費量を

記録する機能を持つ。 

 

 

C. Calculation of emission reductions 

C.1. All emission sources and their associated greenhouse gases relevant to the JCM project 

Reference emissions 

Emission sources GHG type 

リファレンスのディーゼル駆動型フォークリフトによる化石燃

料の消費 

CO2 

Project emissions 

Emission sources GHG type 

プロジェクトの電動フォークリフトによる電力の消費 CO2 

 

C.2. Figure of all emission sources and monitoring points relevant to the JCM project 

 

本プロジェクトでは、バンコク港の新設ディスト

リセンターに左の写真にあるような電動フォーク

リフトを導入する。リファレンス機器は、バンコ

ク港で一般に使われているディーゼル駆動のフォ

ークリフトである。 

導入される全ての電動フォークリフトについて、

稼働時間とグリッド電力消費量がモニタリングさ

れる。 

 

 

C.3. Estimated emissions reductions in each year 

Year Estimated Reference 

emissions (tCO2e) 

Estimated Project 

Emissions (tCO2e) 

Estimated Emission 

Reductions (tCO2e) 

2019 4,390 1,220 3,170 

2020 4,390 1,220 3,170 

2021 4,390 1,220 3,170 

2022 4,390 1,220 3,170 

2023 4,390 1,220 3,170 

2024 4,390 1,220 3,170 

2025 4,390 1,220 3,170 

2026 4,390 1,220 3,170 

2027 4,390 1,220 3,170 

2028 4,390 1,220 3,170 

Total 

(tCO2e) 

43,900 12,200 31,700 

  



 

 

 

D. Environmental impact assessment 

Legal requirement of environmental impact assessment for 

the proposed project 
必要なし。 

 

 

E. Local stakeholder consultation 

E.1. Solicitation of comments from local stakeholders 

バンコク港内における設備・機器導入プロジェクトであるため、Local stakeholder 

consultation は、行内の労働者等バンコク港関係者に行う予定である。 

 

E.2. Summary of comments received and their consideration 

Stakeholders Comments received Consideration of comments received 

   

   

   

   

   

   

   

 

 

F. References 

省略 

Reference lists to support descriptions in the PDD, if any. 

 

 

Annex 

省略 

 

 

Revision history of PDD 

Version Date Contents revised 

1.0 2018年 2月  

   

   

 

 

 

 

  



 

 

② 電動 RTG 

JCM Project Design Document Form 

 

A. Project description 

A.1. Title of the JCM project 

タイ王国バンコク港における荷役作業用電動 RTG導入 

 

A.2. General description of project and applied technologies and/or measures 

 本プロジェクトでは、バンコク港のディストリセンターにおける荷役作業用に 4 基

の電動 RTGを導入し、CO2排出削減を実現する。 

 

A.3. Location of project, including coordinates 

Country タイ国 

Region/State/Province etc.: バンコク都 

City/Town/Community etc: クロントイ 

Latitude, longitude 省略 

 

A.4. Name of project participants 

The Kingdom of 

Thailand 
タイ国港湾庁 

Japan 横浜港埠頭株式会社 

 

A.5. Duration 

Starting date of project operation 2019 年 1月 

Expected operational lifetime of project 17年 

 

A.6. Contribution from Japan 

 本プロジェクト案は、JCM モデルプロジェクトとして日本の環境省の支援を一部受

けており、JCM クレジットを引き換えにプロジェクトの初期投資のうち最大 50％まで

資金支援を受けることができる。 

 技術移転、運転・モニタリングに関するキャパビルについては、横浜港埠頭株式会

社と株式会社グリーン・パシフィック、及び一般社団法人海外環境協力センターが協

力して行っている。 

 

 

B. Application of an approved methodology(ies) 

B.1. Selection of methodology(ies) 

Selected approved methodology No. 港湾施設における電動 RTG の導

入 

Version number 1.0 

 

B.2. Explanation of how the project meets eligibility criteria of the approved methodology 

Eligibility 

criteria 

Descriptions specified in the methodology Project information 

Criterion 1 プロジェクトでは、港湾施設における電動 RTG

の導入ないし従来型RTGから電動RTGへの交換

が行われる。 

プロジェクトでは、バン

コク港ディストリセンタ

ーの荷役作業用に電動

RTGが導入される。 



 

 

Criterion 2 プロジェクトで使用される電動 RTGはグリッド

電力を使用しており、その消費量の計測が可能

である。 

プロジェクトで導入され

る電動 RTGはグリッド

電力を使用し、その電力

消費量は計測可能であ

る。 

 

 

C. Calculation of emission reductions 

C.1. All emission sources and their associated greenhouse gases relevant to the JCM project 

Reference emissions 

Emission sources GHG type 

リファレンスのディーゼル駆動型 RTGによる化石燃料の消費 CO2 

Project emissions 

Emission sources GHG type 

プロジェクトの電動 RTGによる電力の消費 CO2 

 

C.2. Figure of all emission sources and monitoring points relevant to the JCM project 

 

 本プロジェクトでは、バンコク港ディストリセンターでの

荷役作業用に、左の写真にあるような電動 RTGを導入する。

リファレンス機器は、タイで一般に RTG 用燃料として使用

されているディーゼル駆動型の RTGである。 

導入される電動 RTG について、稼働時間とグリッド電力消

費量がモニタリングされる。 

 

 

 

C.3. Estimated emissions reductions in each year 

Year Estimated Reference 

emissions (tCO2e) 

Estimated Project 

Emissions (tCO2e) 

Estimated Emission 

Reductions (tCO2e) 

2019 1,695 387 1,308 

2020 1,695 387 1,308 

2021 1,695 387 1,308 

2022 1,695 387 1,308 

2023 1,695 387 1,308 

2024 1,695 387 1,308 

2025 1,695 387 1,308 

2026 1,695 387 1,308 

2027 1,695 387 1,308 

2028 1,695 387 1,308 

Total 

(tCO2e) 

16,950 3,870 13,080 

  



 

 

 

D. Environmental impact assessment 

Legal requirement of environmental impact assessment for 

the proposed project 
必要なし。 

 

 

E. Local stakeholder consultation 

E.1. Solicitation of comments from local stakeholders 

バンコク港内における設備・機器導入プロジェクトであるため、Local stakeholder 

consultation は、行内の労働者等バンコク港関係者に行う予定である。 

 

E.2. Summary of comments received and their consideration 

Stakeholders Comments received Consideration of comments received 

   

   

   

   

   

   

   

 

 

F. References 

省略 

Reference lists to support descriptions in the PDD, if any. 

 

 

Annex 

省略 

 

 

Revision history of PDD 

Version Date Contents revised 

1.0 2018年 2月  

   

   

 

 

  



 

 

③LED照明 

JCM Project Design Document Form 

 

A. Project description 

A.1. Title of the JCM project 

タイ王国バンコク港ディストリセンターへの LED照明導入 

 

A.2. General description of project and applied technologies and/or measures 

 本プロジェクトでは、バンコク港に新設されるディストリセンターの屋内照明用に

LED 照明器具を 3,590 基（1 階に 470 基、2 階から 5 階に 3,120 基）導入し、CO2排出

削減を実現する。 

 

A.3. Location of project, including coordinates 

Country タイ国 

Region/State/Province etc.: バンコク都 

City/Town/Community etc: クロントイ 

Latitude, longitude 省略 

 

A.4. Name of project participants 

The Kingdom of 

Thailand 
タイ国港湾庁 

Japan 横浜港埠頭株式会社 

 

A.5. Duration 

Starting date of project operation 2019 年 1月 

Expected operational lifetime of project 17年 

 

A.6. Contribution from Japan 

 本プロジェクト案は、JCM モデルプロジェクトとして日本の環境省の支援を一部受

けており、JCM クレジットを引き換えにプロジェクトの初期投資のうち最大 50％まで

資金支援を受けることができる。 

 技術移転、運転・モニタリングに関するキャパビルについては、横浜港埠頭株式会

社と株式会社グリーン・パシフィック、及び一般社団法人海外環境協力センターが協

力して行っている。 

 

  



 

 

 

B. Application of an approved methodology(ies) 

B.1. Selection of methodology(ies) 

Selected approved methodology No. 港湾施設における屋内・ヤード照

明のための LED導入 

Version number 1.0 

 

B.2. Explanation of how the project meets eligibility criteria of the approved methodology 

Eligibility 

criteria 

Descriptions specified in the methodology Project information 

Criterion 1 プロジェクトでは、港湾施設における LED照明

器具の導入ないし水銀灯から LED照明器具への

交換が行われる。 

プロジェクトでは、バン

コク港に新設されるディ

ストリセンターに LED

照明を導入する。 

Criterion 2 プロジェクトで使用される LED照明器具の電力

消費量が計測可能である。 

プロジェクトで導入され

LED照明器具のグリッ

ド電力使用量は計測可能

である。 

 

 

  



 

 

C. Calculation of emission reductions 

C.1. All emission sources and their associated greenhouse gases relevant to the JCM project 

Reference emissions 

Emission sources GHG type 

リファレンス照明器具による電力の消費 CO2 

Project emissions 

Emission sources GHG type 

プロジェクトの LED照明器具による電力の消費 CO2 

 

C.2. Figure of all emission sources and monitoring points relevant to the JCM project 

 本プロジェクトでは、バンコク港に新設されるディストリセンターに、下図に示す LED

照明器具を導入する。リファレンス照明器具は、、タイの港湾施設で屋内照明用として

一般に使用されている水銀灯である。 

LED 照明器具の稼働時間とグリッド電力消費量をモニタリングする。LED 照明器具の

稼働時間はセンサーにより自動計測するか、プロジェクトの事前または事後において一

定期間の日稼働時間を調査してデフォルト値を設定する。 

 
 

 

C.3. Estimated emissions reductions in each year 

Year Estimated Reference 

emissions (tCO2e) 

Estimated Project 

Emissions (tCO2e) 

Estimated Emission 

Reductions (tCO2e) 

2019 4,073 1,250 2,823 

2020 4,073 1,250 2,823 

2021 4,073 1,250 2,823 

2022 4,073 1,250 2,823 

2023 4,073 1,250 2,823 

2024 4,073 1,250 2,823 

2025 4,073 1,250 2,823 

2026 4,073 1,250 2,823 

2027 4,073 1,250 2,823 

2028 4,073 1,250 2,823 

Total 

(tCO2e) 

40,730 12,500 27,600 

  



 

 

 

D. Environmental impact assessment 

Legal requirement of environmental impact assessment for 

the proposed project 
必要なし。 

 

 

E. Local stakeholder consultation 

E.1. Solicitation of comments from local stakeholders 

バンコク港内における設備・機器導入プロジェクトであるため、Local stakeholder 

consultation は、行内の労働者等バンコク港関係者に行う予定である。 

 

E.2. Summary of comments received and their consideration 

Stakeholders Comments received Consideration of comments received 

   

   

   

   

   

   

   

 

 

F. References 

省略 

Reference lists to support descriptions in the PDD, if any. 

 

 

Annex 

省略 

 

 

Revision history of PDD 

Version Date Contents revised 

1.0 2018年 2月  

   

   

 

 

  



 

 

④ 高効率空調機器 

JCM Project Design Document Form 

 

A. Project description 

A.1. Title of the JCM project 

タイ王国バンコク港ディストリセンタービル冷房のためのインバータ・エアコン導入 

 

A.2. General description of project and applied technologies and/or measures 

 本プロジェクトでは、バンコク港のディストリセンタービルにインバータ・エアコ

ンを導入し、CO2排出削減を実現する。 

 

A.3. Location of project, including coordinates 

Country タイ国 

Region/State/Province etc.: バンコク都 

City/Town/Community etc: クロントイ 

Latitude, longitude 省略 

 

A.4. Name of project participants 

The Kingdom of 

Thailand 
タイ国港湾庁 

Japan 横浜港埠頭株式会社 

 

A.5. Duration 

Starting date of project operation 2019 年 1月 

Expected operational lifetime of project 17年 

 

A.6. Contribution from Japan 

 本プロジェクト案は、JCM モデルプロジェクトとして日本の環境省の支援を一部受

けており、JCM クレジットを引き換えにプロジェクトの初期投資のうち最大 50％まで

資金支援を受けることができる。 

 技術移転、運転・モニタリングに関するキャパビルについては、横浜港埠頭株式会

社と株式会社グリーン・パシフィック、及び一般社団法人海外環境協力センターが協

力して行っている。 

 

 

B. Application of an approved methodology(ies) 

B.1. Selection of methodology(ies) 

Selected approved methodology No. 港湾施設におけるインバータ・エ

アコン・の導入 

Version number 1.0 

 

B.2. Explanation of how the project meets eligibility criteria of the approved methodology 

Eligibility 

criteria 

Descriptions specified in the methodology Project information 

Criterion 1 プロジェクトでは、港湾施設においてインバー

タ・エアコンの導入ないしノンインバータ・エ

アコンからインバータ・エアコンへの交換が行

われる。 プロジェクトのインバータ・エアコン

プロジェクトでは、バン

コク港のディストリセン

タービルにおいて日本メ

ーカーのものと同性能イ



 

 

は、日本メーカーの製造によるものと同レベル

の効率でなくてはならない。 

ンバータ・エアコンが導

入される。 

Criterion 2 導入されるエアコンは壁掛けタイプ及び/ないし

天井カセットタイプであり、下表に示される値

より高い COP 値を持つ。なお、下表以上の

Cooling Capacityを有するインバータ・エアコン

を導入する場合は、適切な COPを設定するもの

とする。 

 

プロジェクトで導入され

るエアコンの COPは、左

表の Cooling Capacity以

上の設備であった。現地

のデータ等に従って適切

な Reference COP を設定

したため、本基準を満た

す。 

Criterion 3 導入されるエアコンに使用される冷却材のオゾ

ン破壊係数 (ODP) が 0 (ゼロ)である。 

プロジェクトで導入され

るエアコンの ODPは０

である。 

Criterion 4 プロジェクトのエアコンに使用される冷却材が

放出されない計画が講じられている。既存のエ

アコンをプロジェクトのエアコンに交換する場

合、既存のエアコンに使用されている冷却材が、

冷却材の再利用などで大気中に放出されないよ

うな計画が講じられている。プロジェクトで交

換された既存エアコンに使用されていた冷却材

が大気中に放出されていないことを確認するた

めに、検証時に上記防止計画が実施されている

ことの確認を行う。 

プロジェクトのエアコン

に使用される冷却材が放

出されない計画が講じら

れている。 

プロジェクトでは、古い

エアコンの交換は行われ

ないため、旧エアコンか

らの冷却材の放出は無

い。 

 

 

 

C. Calculation of emission reductions 

C.1. All emission sources and their associated greenhouse gases relevant to the JCM project 

Reference emissions 

Emission sources GHG type 

リファレンスのノンインバータ・エアコンによる電力の消費 CO2 

Project emissions 

Emission sources GHG type 

プロジェクトのインバータ・エアコンによる電力の消費 CO2 

 

C.2. Figure of all emission sources and monitoring points relevant to the JCM project 

本プロジェクトでは、バンコク港のディストリセンタービルに日本で一般に使われいて

いるインバータ・エアコンを導入する。リファレンス機器は、新規導入の場合であって

もいまだタイで一般的なノンインバータ・エアコンである。 

プロジェクトのエアコンで消費されるグリッド電力量がモニタリングされる。 

 

 

 

 

Cooling Capacity [kW] Reference COP

2.5 ＜ x ≦ 4.1 4.00

4.1 ＜ x ≦ 5.3 3.59

5.3 ＜ x ≦ 7.1 2.96

7.1 ＜ x ≦ 14.2 2.85



 

 

C.3. Estimated emissions reductions in each year 

Year Estimated Reference 

emissions (tCO2e) 

Estimated Project 

Emissions (tCO2e) 

Estimated Emission 

Reductions (tCO2e) 

2019 655 380 276 

2020 655 380 276 

2021 655 380 276 

2022 655 380 276 

2023 655 380 276 

2024 655 380 276 

2025 655 380 276 

2026 655 380 276 

2027 655 380 276 

2028 655 380 276 

Total 

(tCO2e) 

6,550 3,800 2,760 

 

 

D. Environmental impact assessment 

Legal requirement of environmental impact assessment for 

the proposed project 
必要なし。 

 

 

E. Local stakeholder consultation 

E.1. Solicitation of comments from local stakeholders 

バンコク港内における設備・機器導入プロジェクトであるため、Local stakeholder 

consultation は、行内の労働者等バンコク港関係者に行う予定である。 

 

E.2. Summary of comments received and their consideration 

Stakeholders Comments received Consideration of comments received 

   

   

   

   

   

   

   

 

F. References 

省略 

Reference lists to support descriptions in the PDD, if any. 

 

 

Annex 

省略 

 

Revision history of PDD 

Version Date Contents revised 

1.0 2018年 2月  

   

   



 

 

⑤ 太陽光発電 

JCM Project Design Document Form 

 

A. Project description 

A.1. Title of the JCM project 

タイ王国バンコク港におけるソーラーPV システムの導入 

 

A.2. General description of project and applied technologies and/or measures 

 本プロジェクトでは、バンコク港ディストリセンターの屋上（導入面積:25,000m
2
 / 

屋根上面積: 50,000 m
2）にソーラーPV システム（発電容量 4,122kW）を導入し、CO2

排出削減を実現する。 

 

A.3. Location of project, including coordinates 

Country タイ国 

Region/State/Province etc.: バンコク都 

City/Town/Community etc: クロントイ 

Latitude, longitude 省略 

 

A.4. Name of project participants 

The Kingdom of 

Thailand 
タイ国港湾庁 

Japan 横浜港埠頭株式会社 

 

A.5. Duration 

Starting date of project operation 2019 年 1月 

Expected operational lifetime of project 17年 

 

A.6. Contribution from Japan 

 本プロジェクト案は、JCM モデルプロジェクトとして日本の環境省の支援を一部受

けており、JCM クレジットを引き換えにプロジェクトの初期投資のうち最大 50％まで

資金支援を受けることができる。 

 技術移転、運転・モニタリングに関するキャパビルについては、横浜港埠頭株式会

社と株式会社グリーン・パシフィック、及び一般社団法人海外環境協力センターが協

力して行っている。 

 

 

B. Application of an approved methodology(ies) 

B.1. Selection of methodology(ies) 

Selected approved methodology No. ソーラーPVシステムの導入 

Version number 1.0 

 

B.2. Explanation of how the project meets eligibility criteria of the approved methodology 

Eligibility 

criteria 

Descriptions specified in the 

methodology 

Project information 

Criterion 1 プロジェクトでは、ソーラーPV

システムが導入される。 

プロジェクトでは、バンコク港ディス

トリセンターの屋根上にPVパネルが

導入される。 

Criterion 2 ソーラーPVシステムは、プロジ ソーラーPVシステムは、ディストリ



 

 

ェクト・サイトの内部電力グリ

ッドに連系される、及び/ないし

グリッド電力の代替としてグリ

ッド電力及び/ないしプロジェク

ト・サイトの自家発を代替する

ためにグリッド連系される。 

センター等での使用のため、プロジェ

クト・サイトの内部電力グリッドに連

系される。 

Criterion 3 PV モジュールは、設計時適格性

評価(IEC 61215, IEC 61646 また

は IEC 62108) 及び安全性適格

性評価 (IEC 61730-1 and IEC 

61730-2)を取得している。 

PV モジュールは、設計時適格性評価

(IEC 61215, IEC 61646 または IEC 

62108) 及び安全性適格性評価 (IEC 

61730-1 and IEC 61730-2)を取得して

いる。 

Criterion 4 ソーラーPVシステムの出力及

び放射照度をモニタリングする

機器が、プロジェクト・サイト

に導入されている。 

ソーラーPVシステムの出力及び放射

照度をモニタリングする機器が、プロ

ジェクト・サイトに導入されている。 

 

 

C. Calculation of emission reductions 

C.1. All emission sources and their associated greenhouse gases relevant to the JCM project 

Reference emissions 

Emission sources GHG type 

グリッド及び/ないし自家発電力の消費 CO2 

Project emissions 

Emission sources GHG type 

ソーラーPVシステム発電 NA 

 

C.2. Figure of all emission sources and monitoring points relevant to the JCM project 

本プロジェクトでは、バンコク港に新設されるディストリセンターの屋根上に、下図に

示すように、発電容量 4,122kW の太陽光発電設備を設置する。 

太陽光発電設備による発電量をモニタリングする。 

 
 
 

C.3. Estimated emissions reductions in each year 

Year Estimated Reference 

emissions (tCO2e) 

Estimated Project 

Emissions (tCO2e) 

Estimated Emission 

Reductions (tCO2e) 

2019 1,767 0 1,767 

2020 1,767 0 1,767 

2021 1,767 0 1,767 

2022 1,767 0 1,767 

2023 1,767 0 1,767 

2024 1,767 0 1,767 

2025 1,767 0 1,767 



 

 

2026 1,767 0 1,767 

2027 1,767 0 1,767 

2028 1,767 0 1,767 

Total 

(tCO2e) 

17,670 0 17,670 

 

 

D. Environmental impact assessment 

Legal requirement of environmental impact assessment for 

the proposed project 
必要なし。 

 

 

E. Local stakeholder consultation 

E.1. Solicitation of comments from local stakeholders 

バンコク港内における設備・機器導入プロジェクトであるため、Local stakeholder 

consultation は、行内の労働者等バンコク港関係者に行う予定である。 

 

E.2. Summary of comments received and their consideration 

Stakeholders Comments received Consideration of comments received 

   

   

   

   

   

   

   

 

 

F. References 

省略 

Reference lists to support descriptions in the PDD, if any. 

 

 

Annex 

省略 

 

 

Revision history of PDD 

Version Date Contents revised 

1.0 2018年 2月  

   

   

 

 

 

  



 

 

（2）レムチャバン港 

① LED照明 

JCM Project Design Document Form 

 

A. Project description 

A.1. Title of the JCM project 

タイ王国レムチャバン港ヤード照明のための LED照明導入 

 

A.2. General description of project and applied technologies and/or measures 

 本プロジェクトでは、レムチャバン港自動車ターミナルにおける既設のヤード照明

用水銀灯 94 基をトータルで同じ照度の LED 照明器具 108 基と交換し、CO2排出削減

を実現する。 

 

A.3. Location of project, including coordinates 

Country タイ国 

Region/State/Province etc.: チョンブリ県 

City/Town/Community etc: バーンラム郡 

Latitude, longitude 省略 

 

A.4. Name of project participants 

The Kingdom of 

Thailand 
タイ国港湾庁 

Japan 横浜港埠頭株式会社 

 

A.5. Duration 

Starting date of project operation 2019 年 1月 

Expected operational lifetime of project 17年 

 

A.6. Contribution from Japan 

 本プロジェクト案は、JCM モデルプロジェクトとして日本の環境省の支援を一部受

けており、JCM クレジットを引き換えにプロジェクトの初期投資のうち最大 50％まで

資金支援を受けることができる。 

 技術移転、運転・モニタリングに関するキャパビルについては、横浜港埠頭株式会

社と株式会社グリーン・パシフィック、及び一般社団法人海外環境協力センターが協

力して行っている。 

 

 

B. Application of an approved methodology(ies) 

B.1. Selection of methodology(ies) 

Selected approved methodology No. 港湾施設における屋内・ヤード照

明のための LED導入 

Version number 1.0 

 

B.2. Explanation of how the project meets eligibility criteria of the approved methodology 

Eligibility 

criteria 

Descriptions specified in the methodology Project information 

Criterion 1 プロジェクトでは、港湾施設における LED照明

器具の導入ないし水銀灯から LED照明器具への

プロジェクトでは、レム

チャバン港におけるヤー



 

 

交換が行われる。 ド照明用水銀灯を LED

照明と交換する。 

Criterion 2 プロジェクトで使用される LED照明器具の電力

消費量が計測可能である。 

プロジェクトで導入され

LED照明器具のグリッ

ド電力使用量は計測可能

である。 

 

 

C. Calculation of emission reductions 

C.1. All emission sources and their associated greenhouse gases relevant to the JCM project 

Reference emissions 

Emission sources GHG type 

リファレンス照明器具による電力の消費 CO2 

Project emissions 

Emission sources GHG type 

プロジェクトの LED照明器具による電力の消費 CO2 

 

C.2. Figure of all emission sources and monitoring points relevant to the JCM project 

  

本プロジェクトでは、レムチャバン港自動車ターミ

ナルにおけるヤード照明用に既存の水銀灯を左図

に示す LED照明器具と交換する。 

LED 照明器具の稼働時間とグリッド電力消費量を

モニタリングする。LED照明器具の稼働時間はセン

サーにより自動計測するか、プロジェクトの事前ま

たは事後において一定期間の日稼働時間を調査し

てデフォルト値を設定する。 

 
 

C.3. Estimated emissions reductions in each year 

Year Estimated Reference 

emissions (tCO2e) 

Estimated Project 

Emissions (tCO2e) 

Estimated Emission 

Reductions (tCO2e) 

2019 242.8 94.8 148 

2020 242.8 94.8 148 

2021 242.8 94.8 148 

2022 242.8 94.8 148 

2023 242.8 94.8 148 

2024 242.8 94.8 148 

2025 242.8 94.8 148 

2026 242.8 94.8 148 

2027 242.8 94.8 148 

2028 242.8 94.8 148 

Total 

(tCO2e) 

2,428 948 1,480 

 

 

D. Environmental impact assessment 

Legal requirement of environmental impact assessment for 

the proposed project 
必要なし。 



 

 

 

 

E. Local stakeholder consultation 

E.1. Solicitation of comments from local stakeholders 

レムチャバン港内における設備・機器導入プロジェクトであるため、Local stakeholder 

consultation は、行内の労働者等レムチャバン港関係者に行う予定である。 

 

E.2. Summary of comments received and their consideration 

Stakeholders Comments received Consideration of comments received 

   

   

   

   

   

   

   

 

 

F. References 

省略 

Reference lists to support descriptions in the PDD, if any. 

 

 

Annex 

省略 

 

 

Revision history of PDD 

Version Date Contents revised 

1.0 2018年 2月  

   

   

 

 

  



 

 

② 高効率空調機器 

JCM Project Design Document Form 

 

A. Project description 

A.1. Title of the JCM project 

タイ王国レムチャバン港客船ターミナル冷房のためのインバータ・エアコン導入 

 

A.2. General description of project and applied technologies and/or measures 

 本プロジェクトでは、レムチャバン港の客船ターミナルのノンインバータ・エアコ

ンをインバータ・エアコンと交換し、CO2排出削減を実現する。 

 

A.3. Location of project, including coordinates 

Country タイ国 

Region/State/Province etc.: チョンブリ県 

City/Town/Community etc: バーンラム郡 

Latitude, longitude 省略 

 

A.4. Name of project participants 

The Kingdom of 

Thailand 
タイ国港湾庁 

Japan 横浜港埠頭株式会社 

 

A.5. Duration 

Starting date of project operation 2019 年 1月 

Expected operational lifetime of project 17年 

 

A.6. Contribution from Japan 

 本プロジェクト案は、JCM モデルプロジェクトとして日本の環境省の支援を一部受

けており、JCM クレジットを引き換えにプロジェクトの初期投資のうち最大 50％まで

資金支援を受けることができる。 

 技術移転、運転・モニタリングに関するキャパビルについては、横浜港埠頭株式会

社と株式会社グリーン・パシフィック、及び一般社団法人海外環境協力センターが協

力して行っている。 

 

 

B. Application of an approved methodology(ies) 

B.1. Selection of methodology(ies) 

Selected approved methodology No. 港湾施設におけるインバータ・エ

アコン・の導入 

Version number 1.0 

 

B.2. Explanation of how the project meets eligibility criteria of the approved methodology 

Eligibility 

criteria 

Descriptions specified in the methodology Project information 

Criterion 1 プロジェクトでは、港湾施設においてインバー

タ・エアコンの導入ないしノンインバータ・エ

アコンからインバータ・エアコンへの交換が行

われる。 プロジェクトのインバータ・エアコン

プロジェクトでは、レム

チャバン港の客船ターミ

ナルにおいて日本メーカ

ーのものと同性能インバ



 

 

は、日本メーカーの製造によるものと同レベル

の効率でなくてはならない。 

ータ・エアコンが導入さ

れる。 

Criterion 2 導入されるエアコンは壁掛けタイプ及び/ないし

天井カセットタイプであり、下表に示される値

より高い COP 値を持つ。なお、下表以上の

Cooling Capacityを有するインバータ・エアコン

を導入する場合は、適切な COPを設定するもの

とする。 

 

プロジェクトで導入され

るエアコンの COPは、左

表の Cooling Capacity以

上の設備であった。現地

のデータ等に従って適切

な Reference COP を設定

したため、本基準を満た

す。 

Criterion 3 導入されるエアコンに使用される冷却材のオゾ

ン破壊係数 (ODP) が 0 (ゼロ)である。 

プロジェクトで導入され

るエアコンの ODPは０

である。 

Criterion 4 プロジェクトのエアコンに使用される冷却材が

放出されない計画が講じられている。既存のエ

アコンをプロジェクトのエアコンに交換する場

合、既存のエアコンに使用されている冷却材が、

冷却材の再利用などで大気中に放出されないよ

うな計画が講じられている。プロジェクトで交

換された既存エアコンに使用されていた冷却材

が大気中に放出されていないことを確認するた

めに、検証時に上記防止計画が実施されている

ことの確認を行う。 

プロジェクトのエアコン

に使用される冷却材が放

出されない計画が講じら

れている。 

交換される既存のエアコ

ンについては、再利用さ

れて冷却材を大気中に放

出しないよう、廃棄され

る。 

 

 

 

C. Calculation of emission reductions 

C.1. All emission sources and their associated greenhouse gases relevant to the JCM project 

Reference emissions 

Emission sources GHG type 

リファレンスのノンインバータ・エアコンによる電力の消費 CO2 

Project emissions 

Emission sources GHG type 

プロジェクトのインバータ・エアコンによる電力の消費 CO2 

 

C.2. Figure of all emission sources and monitoring points relevant to the JCM project 

本プロジェクトでは、レムチャバン港の客船ターミナルにおいて、既存のノンインバー

タ・エアコンを日本で一般に使われいているインバータ・エアコンと交換する。 

プロジェクトのエアコンで消費されるグリッド電力量がモニタリングされる。 
 

C.3. Estimated emissions reductions in each year 

Year Estimated Reference 

emissions (tCO2e) 

Estimated Project 

Emissions (tCO2e) 

Estimated Emission 

Reductions (tCO2e) 

2019 132 72 59 

Cooling Capacity [kW] Reference COP

2.5 ＜ x ≦ 4.1 4.00

4.1 ＜ x ≦ 5.3 3.59

5.3 ＜ x ≦ 7.1 2.96

7.1 ＜ x ≦ 14.2 2.85



 

 

2020 132 72 59 

2021 132 72 59 

2022 132 72 59 

2023 132 72 59 

2024 132 72 59 

2025 132 72 59 

2026 132 72 59 

2027 132 72 59 

2028 132 72 59 

Total 

(tCO2e) 

1,320 720 590 

 

D. Environmental impact assessment 

Legal requirement of environmental impact assessment for 

the proposed project 
必要なし。 

 

 

E. Local stakeholder consultation 

E.1. Solicitation of comments from local stakeholders 

レムチャバン港内における設備・機器導入プロジェクトであるため、Local stakeholder 

consultation は、行内の労働者等レムチャバン港関係者に行う予定である。 

 

E.2. Summary of comments received and their consideration 

Stakeholders Comments received Consideration of comments received 

   

   

   

   

   

   

   

 

 

F. References 

省略 

Reference lists to support descriptions in the PDD, if any. 

 

Annex 

省略 

 

Revision history of PDD 

Version Date Contents revised 

1.0 2018年 2月  
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資料１：PATとの協力覚書等 

タイのバンコク都と「持続可能な都市発展に向けた技術協力に関する覚書」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

PAT と、横浜港及びタイ国内諸港の発展に有益な関係構築を目指すパートナーシップ

に関する覚書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

2014年 4月 22日調印の横浜市とタイ港湾庁による覚書の履行のための基本合意書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

資料２：PATとの打合せ資料 

（１）PATとの打合せ資料・2017年 7月 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

（２）PATとの打合せ資料・2017年 11月 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

資料３：JCM都市間連携ワークショップにおける PATの発表資料 

（１）2017 年 7月開催時 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

（２）2018年 1月開催時 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

資料４：タイにおける新調達法 

（１）タイ語全文 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

（２）英語仮訳益抜粋 

 

Section 1: This Act is the “Government Procurement and Supplies 

Management Act B.E. 2560" 

Section 2: This Act shall come into force one hundred and eighty days after the date of 

its publication in the Government Gazette. 

Section 3: The provisions related to the supply, procurement, or supply management in 

any governmental law, regulation, announcement, and requirements under this Act shall 

be repealed. 

Section 4: In this Act: 

“Procurement” shall mean execution that result in the acquisition of supplies by 

means of purchasing, hiring, renting, exchanging, or other forms of transaction as 

specified in the Ministerial Order. 

“Supplies” shall mean goods, services, consultancy, building design or construction, 

and other activities as specified in the Ministerial Order. 

“Goods” shall mean materials, hardware, land, buildings, and property, including any 

services provided with such goods. However, the value of a service must not exceed the 

value of the goods. 

“Service” shall mean service provision, service contract, production contract, or a 

shipping service provided by a person or a juristic person according to the Civil and 

Commercial Code, excluding employment of government employees, transportation of 

goods in an official vehicle, consultant hiring, building design or construction, and 

workforce employment according to the Civil and Commercial Code. 

“Construction Work” shall mean construction of buildings, utility work, renovation, 

extension, reconstruction, demolition, or other similar activities to such buildings or 

utility work, including any service provided with such construction work. However, the 

value of such service must not exceed value of the construction work. 



 

 

“Building” shall mean a permanent construction for a person to live or work in, such 

as an office building, hospital, school, stadium, or other similar building, including any 

infrastructure provided for such building, such as a flagpole, fence, sewer, water tower, 

road, water supply system, power line, and other facilities including an air conditioner, 

elevator, or furniture. 

“Utility” shall mean work related to the water supply system, power supply system, 

telecommunication, sewerage system, tube/sea/land/rail/air/or metro transport, or other 

related activities that take place on the surface, underground, and in the air. 

“Consultant hiring” shall mean hiring a person or a juristic person to provide 

consultancy or recommendations related to engineering, architecture, city planning, the 

law, the economy, finance, fiscal affairs, the environment, natural sciences, technology, 

public health, fine art and culture, research, or other fields of study, to a governmental 

agency. 

“Building design and construction” shall mean hiring a person or a juristic person to 

provide a building design and construction service. 

“Supplies management” shall mean keeping, recording, dispatching, lending, 

inspecting, maintaining, and distributing supplies. 

“Reference prices” shall mean the prices that the purchaser announces that it is 

willing to pay for a good or service in the following respective order: 

(1) Prices calculated by the method given by the Reference Price Committee 

(2) Prices from the reference price database created by Comptroller General’s 

Department 

(3) Reference prices given by the Bureau of the Budget or other governmental 

agencies 

(4) Prices determined in the Market  

(5) The most recent contractual prices used in the last two fiscal years 



 

 

(6) Prices obtained by the criteria, methods, or guidelines of the relevant 

governmental agency 

Price (1) has the highest priority. In absence of price (1), either price (2) or (3) shall 

be used as the substitute by considering the relevant governmental agency’s best 

interests. Likewise, in the absence of price (1), (2), and (3), price (4), (5), or (6) shall be 

used as a substitute by considering the relevant governmental agency’s best interests. 

“Budget” shall mean the budget money allocated according to the Annual Budget 

Expenditure Act, Budget Procedures Act, or the Transfer of Appropriation Act, or the 

budget balance reserved by a governmental agency subject to the permission of the 

Minister according to the Budget Procedures Act or the Treasury Reserve Act, or the 

income of the relevant governmental agency reserved according to the law, and any tax, 

fee, or other form of interest legally collected by a local governmental agency, including 

a loan, subsidy, and other funds as specified in the ministerial order. 

“Governmental agency” shall mean a central government bureau, local government 

bureau, public enterprise according to the Budget Procedures Act, a public company 

limited, independent entity, organization under constitution, judicial administration office, 

public university, offices in the House of Parliament or its administration, an independent 

regulatory agency, and other offices as specified in the ministerial order. 

“Officer” shall mean the person in charge of governmental procurement or supplies 

management, orthe duly authorized person. 

“Policy Committee” shall mean the governmental procurement and supplies 

management committee. 

“Adjudication Committee” shall mean the governmental procurement and supplies 

management adjudication committee. 

“Reference Price Committee” shall mean the business registration and reference 

price committee. 

“A.C.C. Committee” shall mean the anti-corruption cooperation committee. 



 

 

“Appeal Committee” means the proposed committee of functionaries empowered to 

appeal against any sanctions. 

“Minister” shall mean the Minister responsible for execution of this Act. 

Section 5: The Minister of the Treasury shall be responsible for execution of this Act 

and shall have the power to issue the Ministerial Regulations and Orders to implement 

this Act. 

Such Ministerial Regulations shall come into force upon their publication in the 

Government Gazette. 

Section 6: In order to spend the governmental budget on procurement and supplies 

management in a cost-effective and corruption-free manner, the relevant governmental 

agency shall comply with the guidelines in this Act, and any Ministerial Order, 

Regulation, and Announcement by virtue of this Act. 

In order to operate a public enterprise, public university, governmental agency or its 

section in a foreign country, or other governmental agencies specified in the Ministerial 

Order in a flexible and versatile manner, the relevant agencies may entirely or partially 

legislate the rules, laws, or regulations related to the management of procurement and 

supplies to ensure internal enforcement as necessary by following the procurement and 

supplies management guidelines in this Act, unless otherwise required by the law, 

norms, or culture of the country in which such agency is established. 

The rules, laws, and regulations stated in paragraph two shall be used to approve 

the method of procurement, vendor selection, or other specific approach according to 

Section 56. 

The rules, laws, and regulations stated in paragraphs two and three must be 

approved by the Policy Committee and published in the Government Gazette 

accordingly. 

Section 7: This Act does not cover: 

(1) Commercial procurement by a public enterprise 



 

 

(2) Procurement of armaments and national security related services by means of a 

government-to-government agreement or importation from the country, for which the 

relevant law prescribes otherwise. 

(3) Procurement for research and development of academic services provided by 

universities, or procurement of a consultancy service. 

(4) Procurement funded by an international loan, a subsidy granted by a foreign 

government, or an international governmental or non-governmental organization, or 

international financial institutions, or an international foundation or private company 

subject to different terms according to a loan or subsidy agreement. 

(5) Procurement partially funded by an international loan, or a subsidy granted by a 

foreign government, or an international governmental or non-governmental organization, 

or an international financial institution, or an international foundation or private company 

that is subject to different terms according to a loan or subsidy agreement, and such 

loan or subsidy complies with the criteria published in the Government Gazette by the 

Policy Committee. 

(6) A public university's or hospital's procurement funded entirely by donation money 

plus its interest without government budget allocation.  

The procurement in (1), (2),and (3) that is exempted from this Act shall comply with 

the criteria published in the Government Gazette by the Policy Committee, and such 

publication requires the relevant governmental agency to propose a suitable 

procurement method according to (1), (2), or (3) to the Policy Committee to qualify for 

the exemption privilege. 

Exemption from legislation according this Act that that is granted to an entire 

procurement, or only a part, in addition to the exemption stated in paragraph 1, shall be 

proclaimed by a Royal Decree according to the Policy Committee’s proposal. 



 

 

In the case of paragraphs 1 and 3, the relevant governmental agency shall legislate 

the necessary procurement and supplies management regulations according to the 

criteria and guidelines given in this Act, particularly Section 8, Paragraph 1. 

Procurement according to (6) requires that a public university or hospital shall 

comply with paragraph 4, and it shall also report its operating results to the Policy 

Committee in the manner specified by that committee. 

 

 



 

 

資料５：Y-CCリーフレット 

（１）日本語版 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

（２）英語版 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


